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報告第１５号 

令和７年度河内長野市一般会計継続費精算報告書の報告につ

いて 

 令和７年度河内長野市一般会計継続費精算報告書を別紙のとおり調製し

たので、地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により報告する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  
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継 続 費 精 算 報 告 書 

 

款 項 

事
業
名 

年
度 

全 体 計 画 実 績 比 較 

年割額 

左 の 財 源 内 訳 

支出済額 

左 の 財 源 内 訳 
年割額と 

支出済額 

 の差  

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 

一般財源 

特 定 財 源 

一般財源 

特 定 財 源 

一般財源 
国 府 

支出金 
地方債 その他 

国 府 

支出金 
地方債 その他 

国 府 

支出金 
地方債 その他 

１０ ５ 

 
 

学
校
給
食
施
設
整
備
事
業 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

６ 373,000,000  0 282,700,000 90,300,000 
 

0 
133,200,000 0 102,000,000          0 31,200,000 239,800,000 0 180,700,000 90,300,000 △31,200,000 

７ 0 0 0 0 0 199,751,300 0 149,800,000 49,951,300 0 △199,751,300 0 △149,800,000 △49,951,300 0 

計 373,000,000 0 282,700,000 90,300,000 0 332,951,300 0 251,800,000 49,951,300 31,200,000 40,048,700 0 30,900,000 40,348,700 △31,200,000 
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報告第１６号 

   令和７年度健全化判断比率の報告について 

 令和７年度の健全化判断比率について、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律第３条第１項の規定により、別紙監査委員の意見を付けて次のとお

り報告する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

（単位：％） 

備考 

 ・実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来

負担比率が算定されない場合は、「－」を記載している。 

 ・本市の早期健全化基準を括弧内に記載している。 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（１２．２０） 

－ 

（１７．２０） 

２．４ 

（２５．０） 

－ 

（３５０．０） 
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報告第１７号 

   令和７年度資金不足比率の報告について 

 令和７年度の資金不足比率について、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律第２２条第１項の規定により、別紙監査委員の意見を付けて次のとお

り報告する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

備考 

   ・資金不足が生じていない場合は、「－」を記載している。 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

水道事業会計 － 

下水道事業会計 － 

産業用地整備事業特別会計 － 
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報告第１８号 

   令和７年度公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセン 

ターの事業並びに決算の報告について 

 令和７年度の公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセンターの事

業並びに決算について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により報

告する。 

  令和８年９月１日提出 

                            河内長野市長 西野 修平 
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 監査報告書 

 

令和８年４月２１日 
 

公益財団法人 河内長野市勤労者福祉サービスセンター 
理事長  西 口 栄 一  様 

 

 

公益財団法人 河内長野市勤労者福祉サービスセンター 
監 事  井 上 義 弘      

 

公益財団法人 河内長野市勤労者福祉サービスセンター 
監 事  小 原 正 宏     

 

 

私たち監事は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの事業年度の理事の職務

の執行を監査いたしました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。 
 

１． 監査の方法及びその内容 
各監事は、理事及び使用人と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類を

閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業

年度に係る事業報告について検討いたしました。 
       さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算

書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びその附属明細書並びに財産目録に

ついて検討いたしました。 
 

２． 監査意見 
（１）事業報告等の監査結果 

①  事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認め

ます。 
② 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 
 （２）計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果 

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況は、

適正に表示しているものと認めます。 
以上 
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令和７年度事業報告 

 

 

 

 

令和７年 ４月１日から 

令和８年３月３１日まで 
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Ⅰ 事業の実施状況 

  公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセンターは、中小企業で働く

方々の福利厚生事業を実施しました。会員事業所の皆様方はもとより、市及

び商工会など関係機関の協力・連携のもと、中小企業と大企業との福利厚生

の規模間格差の是正を目指し、勤労者福祉の向上と地域経済の振興・発展に

寄与してまいりました。 

  令和７年度におきましても、中小企業を営む事業主及びその中小企業に勤

務する勤労者等の多様なニーズに応えられるよう努めました。大阪府内の互

助会・サービスセンターとの共同事業を増やし、イベント事業を活発化させ、

福利厚生事業の充実と、働きやすい職場環境づくりを支援し、市内における

勤労者福祉の拠点となるよう、「会員サービスの向上」「効率的・効果的な運

営」が図られる組織体制の構築に取り組みました。 

Ⅱ 会員拡大の取組 

１．会員の状況 

 （１）年度別状況表 

 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

入会者数 ５７ 人 ４６ 人 ７０ 人 

退会者数 ５７ 人 ７８ 人 ６１ 人 

増減 ０ 人 －３２ 人 ９ 人 

年度末会員数 ８８５ 人 ８５３ 人 ８６２ 人 

年度末事業所数 １７８ 事業所 １７２ 事業所 １６９ 事業所 

 

（２）月別入退会状況表 

入会 退会 累計 

事業所数 会員数 事業所数 会員数 事業所数 会員数 

 ７年４月 ０ 19 人 ２ 21 人 １７０ ８５１ 人 

５月 ０ ２ 人 ０ ３ 人 １７０ ８５０ 人 
６月 ０ ３ 人 ０ ２ 人 １７０ ８５１ 人 
７月 ０ ３ 人 １ ５ 人 １６９ ８４９ 人 
８月 ０ ２ 人 ０ ２ 人 １６９ ８４９ 人 
９月 ０ ７ 人 ０ ５ 人 １６９ ８５１ 人 

１０月 ０ ２ 人 ０ １ 人 １６９ ８５２ 人 
１１月 ０ 10 人 ０ ４ 人 １６９ ８５８ 人 
１２月 ０ ２ 人 １ ７ 人 １６８ ８５３ 人 

８年１月 １ 17 人 ０ ２ 人 １６９ ８６８ 人 
２月 ０ ３ 人 ０ ５ 人 １６９ ８６６ 人 
３月 ０ ０ 人 ０ ４ 人 １６９ ８６２ 人 

合計 １ 70 人 ４ 61 人    

 

-8-



 

２．広報活動 

    市内中小企業及び勤労者市民に対して、当サービスセンター事業の趣

旨及び事業内容等について、広報活動を行った。 

（１）ラークニュースの発行 

事業内容の案内、斡旋等掲載の充実を図り、全ての会員に発送した。 

発行部数として、年間１２，０００部を発行した。 

 （２）ＬＩＮＥ公式アカウントの活用 

ＬＩＮＥ公式アカウントを活用し、会員へ事業案内等の周知を図った。 

（３）河内長野市商工会との連携 

商工会が発行する「商工会報」に入会案内を掲載。 

商工会会員あての郵送物に当サービスセンター入会案内を同封。 

経営指導員による巡回、窓口指導、確定申告時の際に入会案内を行 

うことで会員増強に努めた。 

３．魅力ある福利厚生サービス事業の展開 

     新規提携先の開拓等、会員サービスのメニューの増加に努めた。 

Ⅲ 中小企業勤労者等の福利厚生事業 

１．生活安定事業   【事業費 １０,５１０,８３８円】 

（１）慶弔給付事業 

① （一社）全国中小企業勤労者福祉サービスセンターの全福ネット慶弔 

給付事業加入 

中小企業単独では実施が難しい福利厚生事業について、低コストで 

充実した慶弔給付事業を実施できる（一社）全国中小企業勤労者福祉

サービスセンターの全福ネット慶弔給付事業に加入した。 

② 全福ネット慶弔給付事業     

   会員を対象に、（一社）全国中小企業勤労者福祉サービスセンター 

の全福ネット慶弔給付を活用し、各種祝金、弔慰金、見舞金（収益事 

業等は※３種類）の給付を行った。 

給付項目 給 付 事 由 金額（円） 件数（件） 

結婚祝金※ 会員が結婚したとき ２０,０００ ５ 

結婚記念祝金※ 

銀婚祝(２５周年) １０,０００ ９ 

珊瑚婚祝(３５周年) ２０,０００ ６ 

金婚祝(５０周年) ３０,０００ ３ 

子の出生祝金※ 会員の子が出生したとき １０,０００ １８ 

子の就学祝金 
子の小学校入学 １０,０００ １８ 

子の中学校入学 １０,０００ ２４ 

傷病休業見舞金 
休業１４日以上３０日未満 １０,０００ ３ 

休業３０日以上６０日未満 ２０,０００ １１ 

重度障害見舞金 
会員の重度障害(71 歳未満) １００,０００ ０ 

会員の重度障害(71 歳以上) ５０,０００ ０ 
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後遺障害見舞金 会員の不慮の事故による後遺障害 4,000～100,000 ０ 

死亡弔慰金 

会員の死亡（71 歳未満） １００,０００ ３ 

会員の死亡（71 歳以上） ５０,０００ １ 

配偶者死亡 ５０,０００ ５ 

子死亡 ３０,０００ ０ 

親死亡 １０,０００ ３７ 

勤続祝金 

勤続１０年 １０,０００ ２４ 

勤続２０年 ２０,０００ １８ 

勤続３０年 ２０,０００ １２ 

勤続４０年 ３０,０００ １６ 

退会餞別金 
在会 ５年以上 ５,０００ １０ 

在会１０年以上 １５,０００ ２８ 

 
合 計 ２５１ 

③ 平成２０年度以前の旧慶弔給付事業（平成２４年度制度改正に伴う経過措置） 

給付項目 給 付 事 由 金額（円） 件数（件） 

退会餞別金 

在会 ３年以上 ３,０００ ０ 

在会１０年以上 ２０,０００ ２ 

在会１５年以上 １００,０００ ６ 

在会２０年以上 ２００,０００ ９ 

 
合 計 １７ 

④ 平成２１年度以降の新慶弔給付事業（平成２４年度制度改正に伴う経過措置） 

給付項目 給 付 事 由 金額（円） 件数（件） 

退会餞別金 

在会 ３年以上 ３,０００ ６ 

在会１０年以上 ２０,０００ １ 

在会１５年以上 ３０,０００ ０ 

在会３０年以上 １００,０００ ０ 

 
合 計 ７ 

（２）物資斡旋事業 

会員と家族に、家庭用常備薬等、企画商品、非常用物資等の斡旋を 

行った。 

内 容 斡旋件数 

家庭用常備薬 ４２件 

通信販売での企画商品の斡旋 ３８件 

非常用物資（長期保存食・携帯用トイレ）（新規） １０件 

３事業合計 ９０件 

２．老後生活安定事業 

   独立行政法人勤労者退職金共済機構と連携し、中小企業に働く従業員

の老後生活の安定を図ることを目的とした退職金制度「中小企業退職金

共済」等の案内加入斡旋を行った。 
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 ３．余暇活動事業   【事業費 ６,３５９,３８１円】 

（１）レクリエーション事業 

会員相互の親睦や、会員及びその家族とのふれあいを深めるため、

映画、コンサート、スポーツ等のレクリエーション行事を行った。 

①  文化鑑賞事業 

ラブリーホール等を通じて、コンサート、観劇、スポーツ観戦、 

映画、美術館等鑑賞券の一部補助を行った。 

内 容 斡旋枚数 

映画鑑賞券 ３５０枚 

美術館等鑑賞券  ９７枚 

観劇事業 ６０枚 

３事業合計 ５０７枚 

② レジャー施設利用助成事業 

レジャー施設と法人契約、利用契約を結び、会員等の余暇活動の充 

実を図り、会員と家族には、一部利用補助を行った。 

内 容 利用者数 

関西サイクルスポーツセンター ５２人 

１事業合計 ５２人 

③ その他利用事業 

チケット等の一部利用補助を行った。 

内 容 斡旋枚数 

ＱＵＯカード １７０枚 

ＱＵＯカードＰａｙ ３８枚 

ジェフグルメカード ６００枚 

トイカード ６００枚 

マックカード ２００枚 

ミスタードーナツ商品券 ２５０枚 

風の湯利用券 ５００枚 

サーティワンアイスクリームギフト券 ２００枚 

ユニクロギフトカード １３０枚 

スターバックス カード ９５枚 

ＫＯＭＥＣＡ ２８枚 

大阪マリオット都ホテル ３４枚 

１２事業合計 ２,８４５枚 
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（２）大阪府内互助会、サービスセンター共同事業 

   個々の互助会、サービスセンター単独では予算的人員的に実施が困難 

な事業や既存事業の更なる拡充を図るため、大阪府内２０団体で構成され

ている「大阪地区勤労者福祉事業拡充委員会」（愛称：おおきにＮｅｔ）

に参画し、大阪府内で広域的な展開が見込めるサービス事業を実施した。 
 

① おおきにＮｅｔ参画団体が個別に契約しているサービス等を、各団体 

の会員が相互に共同利用できるようネットワークを構築した。また、 

割引共同利用店舗網のサービスの拡充を図った。 

② マス釣り体験など多様な会員ニーズに応じたイベント事業を企画し、 

共同開催した。 

内 容  参加者数 

七月大歌舞伎特別企画 

（実施日７月１３日・１９日） 合計人数  ９９人 
１０人 

オリジナル作品づくり 

（実施日 ７月２６日）    合計人数  １１人 
３人 

千早川マス釣り体験 

（実施日 １０月５日）    合計人数  ８８人 
１４人 

和菓子つくり体験 

（実施日 １２月６日）    合計人数  ４８人 
５人 

オリジナルリース・モダンしめ縄づくり 

（実施日 １２月１４日）   合計人数  １６人 
４人 

宝塚歌劇観劇と宝塚ホテルでの食事 

（実施日 令和８年１月１０日）合計人数  ５０人 
１０人 

ホテル日航関西空港      合計人数 ３８０人 ２３人 

７事業合計 ６９人 

③ 泉州地域（堺市、高石市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市）、河内地域（藤 

井寺市、富田林市、羽曳野市、河内長野市）の９市による連絡会議を 

実施し、南大阪地域に密着した情報の共有化と共同事業を行った。 

内 容  利用者数 

ひらかたパーク         合計人数 １７３人 １７人 

１事業合計 １７人 

④ Ｃブロック（藤井寺市、羽曳野市、富田林市、大阪狭山市、河内長野 

市）の５市による連絡会議を実施し、情報の共有化と共同事業を行った。 

内 容  参加者数 

大相撲三月場所 

（実施日 令和８年３月８日）  合計人数  ２０人 
６人 

-12-



 

豚まん手作り体験教室 

（実施日 令和８年３月１４日） 合計人数   ３０人 
１４人 

オリックス・バファローズ（新規） 

アドバンスチケットライト   合計人数  ７３人 
５２人 

３事業合計 ７２人 

４．健康管理事業   【事業費 ２１３,８４０円】 

会員の健康維持増進を図るため、人間ドック、生活習慣病予防検診の 

補助を行うとともに、会員制スポーツクラブ等健康増進施設の利用や、 

ゴルフ場利用に対して補助を行い、健康管理に関する事業を行った。 

内 容 利用者数 

人間ドック補助（３５歳以上） ２０人 

生活習慣病予防検診補助（３５歳以上） ２１人 

スポーツクラブ利用券補助 ２８人 

ゴルフ場利用補助（新規） ２１人 

４事業合計 ９０人 

５．宿泊補助事業   【事業費 ３５７,０００円】 

大手旅行会社、全国のホテル、旅館等と宿泊利用契約を結び、一部利 

用補助を行い、会員等の余暇活動の充実を図った。 

内 容 利用者数 

宿泊補助 １１９人 

６．自己啓発事業   【事業費 １９５,４００円】 

（１）勤労者のスキルアップ事業 

ビジネスマナー教室などの講習会開催を他の互助会等と企画し、勤労 

者の職業能力向上を図った。 

内 容 利用者数 

退職準備セミナー 

（実施日 令和８年１月２４日）  合計人数  ３６人 
２人 

（２）文化教養促進事業 

     文化教養の向上を目的とした通信講座やカルチャーセンター等の入 

会金、受講料の割引等を行った。 

（３）その他事業 

    図書カードを会員と家族に一部利用補助を行い、一般価格より安価 

で斡旋した。 

内 容  斡旋枚数 

図書カード １００枚 
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Ⅳ．理事会・評議員会の開催状況 

１．理事会 

 

２．評議員会 

 

会議名 案   件 

決議省略提案 議案第１号 臨時評議員会の開催について 

決議省略提案 議案第２号 副理事長の選任について 

第１回理事会 

議案第３号 令和６年度事業報告について 

議案第４号 令和６年度収支決算報告について 

議案第５号 定時評議員会の開催について 

報告第１号 職務執行の報告について 

決議省略提案 
議案第６号 理事長、副理事長、専務理事の選任に 

ついて 

第２回理事会 

議案第７号 令和８年度事業計画について 

議案第８号 令和８年度収支予算について 

議案第９号 資金調達及び設備投資の見込みについて 
報告第２号 職務執行の報告について 

会議名 案   件 

決議省略提案 議案第１号 新理事及び新評議員の選任について 

定時評議員会 
議案第２号 令和６年度事業報告について 

議案第３号 令和６年度収支決算報告について 

-14-



 
 
 
 

令和７年度収支決算報告 
 
 

 
 

令和７年 ４月１日から 
令和８年３月３１日まで 
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資 産 の 部
  １．流動資産
    (１) 現金預金
         現  金 211,668 228,770 ▲17,102 
         普通預金 2,373,330 2,803,859 ▲430,529 
         通知預金 756,000 756,000 0
         定期預金 1,669,326 1,668,378 948
          現金預金合計 5,010,324 5,457,007 ▲446,683 
    (２) その他流動資産
         貯蔵品 288,500 317,300 ▲28,800 
         未収金 521,825 513,100 8,725
         前払金 0 51,700 ▲51,700 
          その他流動資産合計 810,325 882,100 ▲71,775 
          流動資産合計 5,820,649 6,339,107 ▲518,458 
  ２．固定資産
    (１) 基本財産
         基本財産 5,000,000 5,000,000 0
          基本財産合計 5,000,000 5,000,000 0
    (２) 特定資産
         退会餞別金引当資産 24,796,565 27,269,451 ▲2,472,886 
          特定資産合計 24,796,565 27,269,451 ▲2,472,886 
          固定資産合計 29,796,565 32,269,451 ▲2,472,886 
          資産合計 35,617,214 38,608,558 ▲2,991,344 

Ⅱ 負 債 の 部
  １．流動負債
         未払金 491,554 934,300 ▲442,746 
         預り金 120 240 ▲120 
         前受金 47,600 173,300 ▲125,700 
          流動負債合計 539,274 1,107,840 ▲568,566 
          負債合計 539,274 1,107,840 ▲568,566 

Ⅲ 正 味 財 産 の 部
  １．指定正味財産
         基本財産 5,000,000 5,000,000 0
          指定正味財産合計 5,000,000 5,000,000 0
          (うち基本財産への充当額) (5,000,000) (5,000,000) (0) 
  ２．一般正味財産 30,077,940 32,500,718 ▲ 2,422,778
          (うち特定資産への充当額) (24,796,565) (27,269,451) (▲ 2,472,886)
          正味財産合計 35,077,940 37,500,718 ▲2,422,778 
          負債 及び 正味財産合計 35,617,214 38,608,558 ▲2,991,344 

貸　　借　　対　　照　　表
令和8年3月31日現在
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部
    １． 経常増減の部
      (１) 経常収益
        基本財産運用益
            基本財産運用益 1,250 100 1,150
          基本財産運用益計 1,250 100 1,150
        特定資産運用益
            特定資産運用益 46,337 882 45,455
          特定資産運用益計 46,337 882 45,455
        受取会費
            会員受取会費 7,182,000 7,290,500 ▲108,500 
          受取会費計 7,182,000 7,290,500 ▲108,500 
        負担金
            受取負担金 5,864,243 6,139,558 ▲275,315 
          負担金計 5,864,243 6,139,558 ▲275,315 
        受取補助金等
            受取市補助金 2,100,000 2,100,000 0
            受取民間補助金 4,027,217 3,790,595 236,622
          受取補助金等計 6,127,217 5,890,595 236,622
        雑収益
            雑収益 26,328 44,054 ▲17,726 
          雑収益計 26,328 44,054 ▲17,726 
          経常収益計 19,247,375 19,365,689 ▲118,314 
      (２) 経常費用
        生活安定事業費
            慶弔給付事業費 2,440,000 2,089,000 351,000
            慶弔給付事業費(新) 38,000 6,000 32,000
            全福ﾈｯﾄ慶弔給付事業費 7,397,137 7,032,989 364,148
            祝金給付事業費 580,000 580,000 0
            物資斡旋事業費 55,701 0 55,701
          生活安定事業費計 10,510,838 9,707,989 802,849
        福利厚生事業費
            余暇活動事業費 6,359,381 6,894,151 ▲534,770 
            健康管理事業費 213,840 169,960 43,880
            宿泊補助事業費 357,000 330,000 27,000
            自己啓発事業費 195,400 244,250 ▲48,850 
          福利厚生事業費計 7,125,621 7,638,361 ▲512,740 
        事業費
            事務委託費 1,824,000 1,776,000 48,000
            旅費交通費 8,420 14,060 ▲5,640 
            消耗品費 3,729 6,743 ▲3,014 
            印刷製本費 245,824 233,634 12,190
            通信運搬費 452,376 434,246 18,130
            手数料 156,484 151,799 4,685
            賃借料 72,864 72,864 0
            広報活動費 117,582 30,293 87,289
            負担金 317,920 493,920 ▲176,000 
          事業費計 3,199,199 3,213,559 ▲14,360 
        管理費
            報償費 26,000 34,000 ▲8,000 
            租税公課 10,800 10,800 0
            事務委託費 456,000 444,000 12,000

正味財産増減計算書
令和7年4月1日から 令和8年3月31日まで

-17-



(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

正味財産増減計算書
令和7年4月1日から 令和8年3月31日まで

            消耗品費 932 1,686 ▲754 
            印刷製本費 61,456 58,408 3,048
            通信運搬費 113,094 108,561 4,533
            手数料 39,121 37,950 1,171
            賃借料 18,216 18,216 0
            広報活動費 29,396 7,573 21,823
            負担金 79,480 123,480 ▲44,000 
            雑費 0 50,000 ▲50,000 
          管理費計 834,495 894,674 ▲60,179 
          経常費用計 21,670,153 21,454,583 215,570
            当期経常増減額 ▲ 2,422,778 ▲ 2,088,894 ▲333,884 
    ２． 経常外増減の部
      (１) 経常外収益
          経常外収益計 0 0 0
      (２) 経常外費用
          経常外費用計 0 0 0
            当期経常外増減額 0 0 0
            税引前当期一般正味財産増減額 ▲ 2,422,778 ▲ 2,088,894 ▲333,884 
            当期一般正味財産増減額 ▲ 2,422,778 ▲ 2,088,894 ▲333,884 
            一般正味財産期首残高 32,500,718 34,589,612 ▲2,088,894 
            一般正味財産期末残高 30,077,940 32,500,718 ▲2,422,778 
Ⅱ 指定正味財産増減の部
        基本財産運用益
            基本財産受取利息 1,250 100 1,150
          基本財産運用益計 1,250 100 1,150
        一般正味財産への振替額
            一般正味財産への振替額 ▲1,250 ▲100 ▲1,150 
          一般正味財産への振替額計 ▲1,250 ▲100 ▲1,150 
            当期指定正味財産増減額 0 0 0
            指定正味財産期首残高 5,000,000 5,000,000 0
            指定正味財産期末残高 5,000,000 5,000,000 0
Ⅲ 正味財産期末残高 35,077,940 37,500,718 ▲2,422,778 
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(単位：円）

公１ 小計 その他 小計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

        基本財産運用益

            基本財産運用益 1,250 1,250 0 0 0 0 1,250

          基本財産運用益計 1,250 1,250 0 0 0 0 1,250

        特定資産運用益

            特定資産運用益 46,337 46,337 0 0 0 0 46,337

          特定資産運用益計 46,337 46,337 0 0 0 0 46,337

        受取会費

            会員受取会費 5,027,400 5,027,400 718,200 718,200 1,436,400 0 7,182,000

          受取会費計 5,027,400 5,027,400 718,200 718,200 1,436,400 0 7,182,000

        負担金

            受取負担金 5,864,243 5,864,243 0 0 0 0 5,864,243

          負担金計 5,864,243 5,864,243 0 0 0 0 5,864,243

        受取補助金等

            受取市補助金 2,100,000 2,100,000 0 0 0 0 2,100,000

            受取民間補助金 3,447,217 3,447,217 580,000 580,000 0 0 4,027,217

          受取補助金等計 5,547,217 5,547,217 580,000 580,000 0 0 6,127,217

        雑収益

            雑収益 25,380 25,380 0 0 948 0 26,328

          雑収益計 25,380 25,380 0 0 948 0 26,328

          経常収益計 16,511,827 16,511,827 1,298,200 1,298,200 1,437,348 0 19,247,375

      (２) 経常費用

        生活安定事業費

            慶弔給付事業費 2,440,000 2,440,000 0 0 0 0 2,440,000

            慶弔給付事業費(新) 38,000 38,000 0 0 0 0 38,000

            全福ﾈｯﾄ慶弔給付事業費 7,077,785 7,077,785 319,352 319,352 0 0 7,397,137

            祝金給付事業費 0 0 580,000 580,000 0 0 580,000

            物資斡旋事業費 55,701 55,701 0 0 0 0 55,701

          生活安定事業費計 9,611,486 9,611,486 899,352 899,352 0 0 10,510,838

        福利厚生事業費

            余暇活動事業費 6,359,381 6,359,381 0 0 0 0 6,359,381

            健康管理事業費 213,840 213,840 0 0 0 0 213,840

            宿泊補助事業費 357,000 357,000 0 0 0 0 357,000

            自己啓発事業費 195,400 195,400 0 0 0 0 195,400

          福利厚生事業費計 7,125,621 7,125,621 0 0 0 0 7,125,621

        事業費

            事務委託費 1,596,000 1,596,000 228,000 228,000 0 0 1,824,000

            旅費交通費 8,420 8,420 0 0 0 0 8,420

            消耗品費 3,263 3,263 466 466 0 0 3,729

            印刷製本費 215,096 215,096 30,728 30,728 0 0 245,824

            通信運搬費 395,829 395,829 56,547 56,547 0 0 452,376

            手数料 136,923 136,923 19,561 19,561 0 0 156,484

            賃借料 63,756 63,756 9,108 9,108 0 0 72,864

            広報活動費 102,884 102,884 14,698 14,698 0 0 117,582

            負担金 278,180 278,180 39,740 39,740 0 0 317,920

          事業費計 2,800,351 2,800,351 398,848 398,848 0 0 3,199,199

        管理費

            報償費 0 0 0 0 26,000 0 26,000

            租税公課 0 0 0 0 10,800 0 10,800

            事務委託費 0 0 0 0 456,000 0 456,000

            消耗品費 0 0 0 0 932 0 932

            印刷製本費 0 0 0 0 61,456 0 61,456

            通信運搬費 0 0 0 0 113,094 0 113,094

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
令和7年4月1日から 令和8年3月31日まで

科　　　　　　　　　目
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
内部取

引消去
合計
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(単位：円）

公１ 小計 その他 小計

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
令和7年4月1日から 令和8年3月31日まで

科　　　　　　　　　目
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
内部取

引消去
合計

            手数料 0 0 0 0 39,121 0 39,121

            賃借料 0 0 0 0 18,216 0 18,216

            広報活動費 0 0 0 0 29,396 0 29,396

            負担金 0 0 0 0 79,480 0 79,480

          管理費計 0 0 0 0 834,495 0 834,495

          経常費用計 19,537,458 19,537,458 1,298,200 1,298,200 834,495 0 21,670,153

            当期経常増減額 ▲3,025,631 ▲3,025,631 0 0 602,853 0 ▲ 2,422,778

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

            他会計振替額 601,905 601,905 0 0 ▲601,905 0 0

            税引前当期一般正味財産増減額 ▲2,423,726 ▲2,423,726 0 0 948 0 ▲ 2,422,778

            当期一般正味財産増減額 ▲2,423,726 ▲2,423,726 0 0 948 0 ▲ 2,422,778

            一般正味財産期首残高 30,226,340 30,226,340 0 0 2,274,378 0 32,500,718

            一般正味財産期末残高 27,802,614 27,802,614 0 0 2,275,326 0 30,077,940

Ⅱ 指定正味財産増減の部

        基本財産運用益

            基本財産受取利息 1,250 1,250 0 0 0 0 1,250

          基本財産運用益計 1,250 1,250 0 0 0 0 1,250

        一般正味財産への振替額

            一般正味財産への振替額 ▲1,250 ▲1,250 0 0 0 0 ▲1,250 

          一般正味財産への振替額計 ▲1,250 ▲1,250 0 0 0 0 ▲1,250 

            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

            指定正味財産期首残高 5,000,000 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

            指定正味財産期末残高 5,000,000 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高 32,802,614 32,802,614 0 0 2,275,326 0 35,077,940
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１．重要な会計方針
棚卸資産の評価基準＆評価方法
最終仕入原価法による原価法である。

固定資産の減価償却の方法
定額法

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式による。

２．会計方針の変更

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

特定資産

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

( ) ( )

( ) ( )

特定資産

( 0 ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

５．担保に供している資産
該当事項なし

(1)

(2)

(3)

24,796,565

24,796,565

2,472,886

0

小 計

合 計

小 計

0

5,000,000

5,000,000

定期預金 0

0

定期預金

退会餞別金引当資産

5,000,000

科　　　目

29,796,565

0

0

( う ち 負 債 に
対 応 す る 額 )

当期増加額

0

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

小 計 24,796,565

5,000,000

該当事項なし

5,000,000

5,000,000

24,796,565

当期末残高当期減少額前期末残高

0

24,796,56524,796,565

05,000,000

0

－

－

5,000,000

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

退会餞別金引当資産

0合 計

2,472,886

2,472,886

27,269,451

32,269,451

27,269,451

0

29,796,565

24,796,565

5,000,000小 計
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６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当事項なし

７．保証債務等の偶発債務
該当事項なし

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当事項なし

９．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

事業補助金

10．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

経常収益への振替額

11．関連当事者との取引
該当事項なし

12．重要な後発事象
該当事項なし

合　　　　計

金　　　額

1,250

1,250

内　　　　　　容

経常費用計上による振替額

－

合      計

河内長野市

補助金の名称

－ －

当期増加額

2,100,000

2,100,000

当期減少額
貸借対照表上
の記載区分

2,100,000

2,100,000

当期末残高前期末残高交付者

補助金
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１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細

　該当なし

　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記３、基本財産及び特定資産の
増減及びその残高に記載のとおりである。

附　属　明　細　書
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(単位：円）
場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)
 現金預金  現  金 運転資金 211,668

 普通預金 運転資金 2,373,330
  三菱ＵＦＪ銀行 河内長野支店 1,809,109
  三井住友銀行 河内長野支店 40,191
  りそな銀行 河内千代田支店 72,589
  南都銀行 河内長野支店 29,770
  徳島大正銀行 千代田支店 170,834
  紀陽銀行 河内長野支店 90,882
  成協信用組合 河内長野支店 26,100
  大阪シティ信用金庫 河内長野支店 66,472
  大阪南農業協同組合 河内長野支店 67,383
 通知預金 運転資金 756,000
  三菱ＵＦＪ銀行 河内長野支店 756,000
 定期預金 運転資金 1,669,326
  大阪南農業協同組合 河内長野支店 212,949
  三菱ＵＦＪ銀行 河内長野支店 1,456,377

5,010,324
 その他流  貯蔵品 貯蔵品 288,500
 動資産   貯蔵品 翌事業年度に供する貯蔵品 288,500

 未収金 会費・福利厚生事業 521,825
  会費 ３月分会費 508,900
  福利厚生事業 福利厚生事業費 12,925

810,325
5,820,649

(固定資産)
 基本財産  基本財産 公益目的保有財産であり、運用益を公益 5,000,000

目的事業共用の財源として使用している。

  定期預金三菱ＵＦＪ銀行 河内長野支店 5,000,000
5,000,000

 特定資産  退会餞別金引当資産 公益目的保有財産であり、慶弔給付事業の退 24,796,565
会餞別金引当資産として管理されている預金

  定期預金南都銀行 河内長野支店 8,738,525
  通知預金三菱ＵＦＪ銀行 河内長野支店 840,000
  定期預金紀陽銀行 河内長野支店 9,210,180
  定期預金大阪南農業協
  同組合

河内長野支店 6,007,860

24,796,565
29,796,565
35,617,214

(流動負債)
 未払金 負担金・福利厚生事業　等 491,554
  負担金 定期提出書類作成費 187,000
  福利厚生事業 福利厚生事業費 304,554
 預り金 源泉所得税 120
  源泉所得税 源泉所得税 120
 前受金 前受会費・福利厚生事業　等 47,600
  前受会費 翌事業年度に供する受取会費 5,600
  福利厚生事業 翌事業年度に供する事業費 42,000

539,274
539,274

35,077,940

財　　産　　目　　録
令和8年3月31日現在

貸借対照表科目

現金預金合計

その他流動資産合計

負債合計
正味財産

流動資産合計

基本財産合計

特定資産合計
固定資産合計
資産合計

流動負債合計
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報告第１９号 

   令和７年度公益財団法人河内長野市文化振興財団の事業並び 

   に決算の報告について 

令和７年度の公益財団法人河内長野市文化振興財団の事業並びに決算

について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により報告する。 

令和８年９月１日提出 

              河内長野市長 西野 修平  
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監 査 報 告 書 

 
令和８年５月２６日 

公益財団法人河内長野市文化振興財団 
理 事 長   柴  理 梨 亜 殿 
 
                       公益財団法人河内長野市文化振興財団 
                         
                       監 事  西尾 元嗣                        

 
                       公益財団法人河内長野市文化振興財団 
 
                       監 事  中西 正人 
 
      
 
 私たち監事は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの事業年度における業務

及び会計の監査を行いました。 
 その結果について、次のとおり報告いたします。 
 
1. 監査方法の概要 

(1) 業務監査については、理事の業務執行状況を確認し、関係書類の閲覧等必要と思わ

れる監査手続きを用いて、業務執行の妥当性を検討しました。 
(2) 会計監査については、帳簿並びに関係書類の閲覧等必要と思われる監査手続きを用

いて、計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の正当性を検討しました。 
 
2. 監査意見 

(1) 事業実施報告書の内容は、法令及び定款に従い法人の状況を正しく示しているもの

と認めます。 
(2) 理事の職務の執行に関する不正の行為、又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 
(3) 計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に示しているものと認めます。 
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令和７年度

財　　務　　諸　　表

公益財団法人河内長野市文化振興財団
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貸借対照表
令和8年3月31日現在

（単位　：　円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ　資産の部
　１．流動資産

現金預金  140,892,121  117,848,901  23,043,220
未収金  7,983,376  6,152,567  1,830,809
前払金  551,087  678,018 △ 126,931
立替金  442,549  441,957  592
貯蔵品  608,850  282,605  326,245

流動資産合計  150,477,983  125,404,048  25,073,935
　２．固定資産

(1) 基本財産
投資有価証券  200,000,000  200,000,000  0

基本財産合計  200,000,000  200,000,000  0
(2) 特定資産

退職給付引当資産  27,805,227  22,383,123  5,422,104
文化芸術振興保全基金  50,000,000  50,000,000  0
周年事業費積立資産  5,000,000  5,000,000  0

特定資産合計  82,805,227  77,383,123  5,422,104
(3) その他固定資産

什器備品  4,644,490  4,165,634  478,856
その他固定資産合計  4,644,490  4,165,634  478,856
固定資産合計  287,449,717  281,548,757  5,900,960
資産合計  437,927,700  406,952,805  30,974,895

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金  42,268,149  24,650,063  17,618,086
預り金  1,290,990  1,745,911 △ 454,921
入場料前受金  7,046,300  3,951,800  3,094,500
預り入場券販売金  875,600  77,000  798,600
前受金  10,012,350  9,940,450  71,900
賞与引当金  5,577,497  5,500,217  77,280

流動負債合計  67,070,886  45,865,441  21,205,445
２．固定負債

退職給付引当金  27,805,227  22,383,123  5,422,104
固定負債合計  27,805,227  22,383,123  5,422,104
負債合計  94,876,113  68,248,564  26,627,549

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

寄附金  200,000,000  200,000,000  0
指定正味財産合計  200,000,000  200,000,000  0

（うち基本財産への充当額）  (200,000,000)  (200,000,000)  (0)
（うち特定資産への充当額）  (0)  (0)  (0)

２．一般正味財産  143,051,587  138,704,241  4,347,346
（うち基本財産への充当額）  (0)  (0)  (0)
（うち特定資産への充当額）  (55,000,000)  (55,000,000) ( 0)

正味財産合計  343,051,587  338,704,241  4,347,346
負債及び正味財産合計  437,927,700  406,952,805  30,974,895
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貸借対照表内訳書
令和8年3月31日現在

（単位　：　円）

科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 合計
Ⅰ　資産の部
　１．流動資産

現金預金  99,602,035  31,826,377  9,463,709  140,892,121
未収金  7,901,644  81,732  0  7,983,376
前払金  551,087  0 0  551,087
立替金  442,549  0  0  442,549
貯蔵品  427,815  181,035  0  608,850

流動資産合計  108,925,130  32,089,144  9,463,709  150,477,983
　２．固定資産

(1) 基本財産
投資有価証券  100,000,000  0  100,000,000  200,000,000

基本財産合計  100,000,000  0  100,000,000  200,000,000
(2) 特定資産

退職給付引当資産  0  0  27,805,227  27,805,227
文化芸術振興保全基金  0  0  50,000,000  50,000,000
周年事業費積立資産  5,000,000  0  0  5,000,000

特定資産合計  5,000,000  0  77,805,227  82,805,227
(3) その他固定資産

什器備品  4,644,490  0  0  4,644,490
その他固定資産合計  4,644,490  0  0  4,644,490
固定資産合計  109,644,490  0  177,805,227  287,449,717
資産合計  218,569,620  32,089,144  187,268,936  437,927,700

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金  41,754,949  513,200  0  42,268,149
預り金  1,290,990  0  0  1,290,990
入場料前受金  7,046,300  0  0  7,046,300
預り入場券販売金  875,600  0  0  875,600
前受金  8,639,350  1,373,000  0  10,012,350
賞与引当金  0  0  5,577,497  5,577,497

流動負債合計  59,607,189  1,886,200  5,577,497  67,070,886
２．固定負債

退職給付引当金  0  0  27,805,227  27,805,227
固定負債合計  0  0  27,805,227  27,805,227
負債合計  59,607,189  1,886,200  33,382,724  94,876,113

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

寄附金  100,000,000  0  100,000,000  200,000,000
指定正味財産合計  100,000,000  0  100,000,000  200,000,000

（うち基本財産への充当額）  (100,000,000)  (0)  (100,000,000)  (200,000,000)
（うち特定資産への充当額）  (0)  (0)  (0)  (0)

２．一般正味財産  58,962,431  30,202,944  53,886,212  143,051,587
（うち基本財産への充当額）  (0)  (0)  (0)  (0)
（うち特定資産への充当額）  (5,000,000)  (0)  (50,000,000)  (55,000,000)

正味財産合計  158,962,431  30,202,944  153,886,212  343,051,587
負債及び正味財産合計  218,569,620  32,089,144  187,268,936  437,927,700
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正味財産増減計算書
令和7年4月1日より令和8年3月31日まで

（単位　：　円）

科　　　　　　目 当年度 前年度 増減
Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部
（１）経常収益

基本財産運用益 (580,000) (580,000) (0)
基本財産受取利息 580,000 580,000 0

特定資産運用益 (74,615) (4,981) (69,634)
特定資産受取利息 74,615 4,981 69,634

文化会館事業収益 (104,630,056) (100,689,224) (3,940,832)
利用料収益 46,255,360 46,522,410 △267,050
入場料収益 31,878,127 30,442,627 1,435,500
参加料収益 8,635,000 7,905,300 729,700
負担金収益 1,562,500 1,315,623 246,877
物品販売収益 721,000 541,000 180,000
広告料収益 697,000 1,039,000 △342,000
受取会費 1,410,300 1,383,700 26,600
手数料収益 12,370,769 11,519,564 851,205
委託料収益 1,100,000 20,000 1,080,000

指定管理料収益 (207,931,719) (208,986,888) (△1,055,169)
指定管理料収益 207,931,719 208,986,888 △1,055,169

受取補助金等 (300,000) (5,011,000) (△4,711,000)
受取補助金 300,000 5,011,000 △4,711,000

受取助成金 (1,914,000) (3,300,000) (△1,386,000)
受取助成金 1,914,000 3,300,000 △1,386,000

受取寄附金 (810,000) (335,000) (475,000)
受取寄附金 810,000 335,000 475,000

雑収益 (294) (2,600) (△2,306)
受取利息 294 0 294
雑収益 0 2,600 △2,600

経常収益計 316,240,684 318,909,693 △2,669,009
（２）経常費用

文化会館事業費 (307,560,564) (309,164,931) (△1,604,367)
給料手当 66,497,846 64,747,075 1,750,771
臨時雇賃金 8,834,325 8,354,896 479,429
賞与引当金繰入額 5,460,370 5,335,210 125,160
法定福利厚生費 12,422,122 11,984,366 437,756
福利厚生費 368,483 420,993 △52,510
退職給付費用 5,308,240 2,596,652 2,711,588
中退共掛金 1,287,347 1,328,677 △41,330
旅費 472,464 308,029 164,435
減価償却費 1,530,944 1,187,188 343,756
通信運搬費 5,462,827 5,321,586 141,241
消耗什器備品費 323,917 143,579 180,338
消耗品費 3,823,677 3,459,776 363,901
印刷製本費 4,936,894 5,094,736 △157,842
修繕費 1,615,567 4,705,441 △3,089,874
賃借料 26,593,217 28,868,311 △2,275,094
光熱水費 23,183,438 25,976,797 △2,793,359
保険料 453,576 402,551 51,025
手数料 2,943,213 2,725,314 217,899
租税公課 10,760,315 9,649,775 1,110,540
著作権料 809,263 744,525 64,738
委託費 123,377,279 124,416,498 △1,039,219
広告宣伝費 652,240 944,956 △292,716
負担金 443,000 448,000 △5,000

管理費 (3,819,574) (4,636,062) (△816,488)
給料手当 1,426,409 2,002,487 △576,078
賞与引当金繰入額 117,127 165,007 △47,880
法定福利厚生費 238,018 338,598 △100,580
福利厚生費 7,903 13,019 △5,116
退職給付費用 113,864 80,309 33,555
中退共掛金 27,614 41,093 △13,479
役員報酬 395,000 360,000 35,000
会議費 51,601 54,085 △2,484
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正味財産増減計算書
令和7年4月1日より令和8年3月31日まで

（単位　：　円）

科　　　　　　目 当年度 前年度 増減
旅費 13,360 5,380 7,980
通信運搬費 44,968 28,345 16,623
印刷製本費 23,004 0 23,004
保険料 73,500 73,500 0
渉外費 89,304 106,297 △16,993
手数料 3,850 3,410 440
租税公課 71,885 135,845 △63,960
委託費 549,817 515,167 34,650
広告宣伝費 226,310 0 226,310
負担金 346,040 713,520 △367,480

経常費用計 311,380,138 313,800,993 △2,420,855
評価損益等調整前当期経常増減額 4,860,546 5,108,700 △248,154
評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 4,860,546 5,108,700 △248,154
２．経常外増減の部

（１）経常外収益
経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用
経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 4,860,546 5,108,700 △248,154
法人税、住民税及び事業税 513,200 514,700 △1,500
当期一般正味財産増減額 4,347,346 4,594,000 △246,654
一般正味財産期首残高 138,704,241 134,110,241 4,594,000
一般正味財産期末残高 143,051,587 138,704,241 4,347,346

Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　　基本財産運用益 ( 580,000) ( 580,000) ( 0)

基本財産受取利息 　 580,000  580,000  0
　　　　一般正味財産への振替額 （△ 580,000) （△ 580,000) ( 0)

一般正味財産への振替額 　 △580,000 △ 580,000  0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 200,000,000 200,000,000 0
指定正味財産期末残高 200,000,000 200,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 343,051,587 338,704,241 4,347,346
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正味財産増減計算書内訳表
令和7年4月1日より令和8年3月31日まで

　　　（単位　：　円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

地域の芸術文化の振興
を図る事業

地域の芸術文化の振興
に資する事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 (290,000) (0) (290,000) (0) (580,000)

基本財産受取利息 290,000 0 290,000 580,000

特定資産運用益 (0) (0) (74,615) (0) (74,615)

特定資産受取利息 0 0 74,615 0 74,615

文化会館事業収益 (98,858,257) (6,000,899) (0) (△229,100) (104,630,056)

利用料収益 43,663,410 2,821,050 0 △229,100 46,255,360

入場料収益 31,878,127 0 0 0 31,878,127

参加料収益 8,635,000 0 0 0 8,635,000

負担金収益 1,562,500 0 0 0 1,562,500

物品販売収益 721,000 0 0 0 721,000

広告料収益 23,000 674,000 0 0 697,000

受取会費 0 1,410,300 0 0 1,410,300

手数料収益 11,275,220 1,095,549 0 0 12,370,769

委託料収益 1,100,000 0 0 0 1,100,000

指定管理料収益 (195,352,636) (10,465,532) (2,113,551) 0 (207,931,719)

指定管理料収益 195,352,636 10,465,532 2,113,551 207,931,719

受取補助金等 (300,000) (0) (0) (300,000)

受取補助金 300,000 0 0 300,000

受取助成金 (1,914,000) (0) (0) (0) (1,914,000)

受取助成金 1,914,000 0 0 1,914,000

受取寄附金 (810,000) (0) (0) 0 (810,000)

受取寄附金 810,000 0 0 0 810,000

雑収益 (0) (0) (294) (0) (294)

受取利息 0 0 294 294

経常収益計 297,524,893 16,466,431 2,478,460 △229,100 316,240,684

（２）経常費用

文化会館事業費 (294,350,475) (13,210,089) (0) (0) (307,560,564)

給料手当 62,965,784 3,532,062 0 0 66,497,846

臨時雇賃金 8,497,564 336,761 0 0 8,834,325

賞与引当金繰入額 5,170,340 290,030 0 5,460,370

法定福利厚生費 11,781,805 640,317 0 0 12,422,122

福利厚生費 348,912 19,571 0 0 368,483

退職給付費用 5,026,291 281,949 5,308,240

中退共掛金 1,218,969 68,378 0 0 1,287,347

旅費 470,659 1,805 0 0 472,464

減価償却費 1,393,158 137,786 0 0 1,530,944

通信運搬費 4,297,426 1,165,401 0 0 5,462,827

消耗什器備品費 307,722 16,195 0 0 323,917

消耗品費 3,684,268 139,409 0 0 3,823,677

印刷製本費 4,722,852 214,042 0 0 4,936,894

修繕費 1,536,962 78,605 0 0 1,615,567

賃借料 26,430,180 163,037 0 0 26,593,217

光熱水費 22,024,268 1,159,170 0 0 23,183,438

保険料 432,244 21,332 0 0 453,576

手数料 2,807,879 135,334 0 0 2,943,213

租税公課 9,891,425 868,890 0 0 10,760,315

著作権料 809,263 0 0 809,263

委託費 119,437,264 3,940,015 0 0 123,377,279

広告宣伝費 652,240 0 0 0 652,240

負担金 443,000 0 0 0 443,000

科　　　　　　目 法人会計 内部取引消去 合計
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正味財産増減計算書内訳表
令和7年4月1日より令和8年3月31日まで

　　　（単位　：　円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

地域の芸術文化の振興
を図る事業

地域の芸術文化の振興
に資する事業

科　　　　　　目 法人会計 内部取引消去 合計

管理費 (0) (0) (4,048,674) (△229,100) (3,819,574)

給料手当 1,426,409 0 1,426,409

賞与引当金繰入額 117,127 0 117,127

法定福利厚生費 238,018 0 238,018

福利厚生費 7,903 0 7,903

退職給付費用 113,864 0 113,864

中退共掛金 27,614 0 27,614

役員報酬 395,000 0 395,000

会議費 51,601 0 51,601

旅費 13,360 0 13,360

通信運搬費 44,968 0 44,968

印刷製本費 23,004 0 23,004

賃借料 229,100 △229,100 0

保険料 73,500 0 73,500

渉外費 89,304 0 89,304

手数料 3,850 0 3,850

租税公課 71,885 0 71,885

委託費 549,817 0 549,817

広告宣伝費 226,310 0 226,310

負担金 346,040 0 346,040

経常費用計 294,350,475 13,210,089 4,048,674 △229,100 311,380,138

評価損益等調整前当期経常増減額 3,174,418 3,256,342 △1,570,214 0 4,860,546

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 3,174,418 3,256,342 △1,570,214 0 4,860,546

２．経常外増減の部 0

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 3,174,418 3,256,342 △1,570,214 0 4,860,546

他会計振替額 1,546,144 △2,546,144 1,000,000 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 4,720,562 710,198 △570,214 0 4,860,546

法人税、住民税及び事業税 0 513,200 0 0 513,200

当期一般正味財産増減額 4,720,562 196,998 △570,214 0 4,347,346

一般正味財産期首残高 54,241,869 30,005,946 54,456,426 0 138,704,241

一般正味財産期末残高 58,962,431 30,202,944 53,886,212 0 143,051,587

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益 (290,000) (0) (290,000) (0) (580,000)

基本財産受取利息 　 290,000 0 290,000 0 580,000

一般正味財産への振替額 (△290,000) (0) (△290,000) (0) (△580,000)

一般正味財産への振替額 　 △290,000 0 △290,000 0 △580,000

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 100,000,000 0 100,000,000 0 200,000,000

指定正味財産期末残高 100,000,000 0 100,000,000 0 200,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 158,962,431 30,202,944 153,886,212 0 343,051,587
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１　重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法によっている。
(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産
定額法によっている。

リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準
賞与引当金

職員に対する期末勤勉手当の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。
退職給付引当金

(4)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

(5)棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び貯蔵品

個別法に基づく原価法によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
(単位：円)

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

200,000,000 0 0 200,000,000
200,000,000 0 0 200,000,000

22,383,123 5,422,104 0 27,805,227
50,000,000 0 0 50,000,000

周年事業費積立資産 5,000,000 0 0 5,000,000
77,383,123 5,422,104 0 82,805,227

277,383,123 5,422,104 0 282,805,227

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
(単位：円)

当期末残高
（うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）
（うち負債に対応する

額）

200,000,000 200,000,000 0 －
200,000,000 200,000,000 0 －

27,805,227 0 0 27,805,227
50,000,000 0 50,000,000 0

周年事業費積立資産 5,000,000 0 5,000,000 0
82,805,227 0 55,000,000 27,805,227

282,805,227 200,000,000 55,000,000 27,805,227

４　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
(単位：円)

科  目 帳簿価額 時  価 評価損益
大阪府公募公債　479 200,000,000 179,380,000 △20,620,000

合  計 200,000,000 179,380,000 △20,620,000

５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

34,014,004 29,369,514 4,644,490
34,014,004 29,369,514 4,644,490

６　指定正味財産からの一般正味財産への振替額の内訳
(単位：円)

金  額

580,000
580,000

７　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

補助金

輝け！子どもﾊﾟﾌｫｰﾏｰ事業 大阪府
－ 300,000 300,000 － －

助成金

公益信託河内長野青少年健全
育成わかば基金助成金

公益信託河内長野青少
年健全育成わかば基金 － 300,000 300,000 － －

芸術文化振興基金助成金 (独)日本芸術文化振興会 － 1,000,000 1,000,000 － －
公共ホール音楽活性化支援事
業助成金

一般財団法人地域創造
－ 614,000 614,000 － －

合計 0 2,214,000 2,214,000 0

内  容
経常収益への振替額
基本財産受取利息　一般正味財産へ振替

小  計

合  計

退職給付引当資産
文化芸術振興保全基金

小  計
合  計

科  目
その他固定資産
什器備品

合  計

特定資産

合  計

科  目

基本財産
投資有価証券

投資有価証券
小  計

特定資産
退職給付引当資産
文化芸術振興保全基金

小  計

財務諸表に対する注記

令和８年３月３１日現在

　　　期末自己都合要支給退職金額より中退共期末支給予定額を差し引いた額を計上することとしている。

科  目
基本財産
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令和８年３月３１日現在

１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 22,383,123 5,422,104 0 0 27,805,227

賞与引当金 5,500,217 5,577,497 5,500,217 0 5,577,497

附属明細書

　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２．「基本財産及び特定資産の増減額及びその
残高」に記載のとおりである。

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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財　産　目　録
令和８年３月３１日現在

（単位　：　円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金預金 現金　手元保管 （公益目的事業会計）　運転資金として 825,137
（収益事業等会計）　運転資金として 187,576
（法人会計）　運転資金として 54,013

普通預金

三菱UFJ銀行河内長野支店（１） （公益目的事業会計）　運転資金として 47,052,767
（収益事業等会計）　運転資金として 26,458,178
（法人会計）　運転資金として 9,397,842

三菱UFJ銀行河内長野支店（２） （公益目的事業会計）　運転資金として 51,136,321
（収益事業等会計）　運転資金として 5,137,743

三井住友河内長野支店 （公益目的事業会計）　運転資金として 253,559
（法人会計）　運転資金として 11,854

郵便振替口座

ゆうちょ銀行 （公益目的事業会計）　運転資金として 334,251
（収益事業等会計）　運転資金として 42,880

未収金 イベント会社、教室参加者、助成団体、施設利用者他
に対するもの

（公益目的事業会計）
　チケット売上金、参加料、助成金、ｸﾚｼﾞｯﾄ販売金、施設利用料　他

7,901,644

広告掲載者、自販機ベンダー会社 （収益事業等会計）　広告掲載料、自販機販売手数料 81,732

前払金 次年度事業準備に係る前払金　他 （公益目的事業会計）
　次年度事業ﾁﾗｼ・ﾎﾟｽﾀｰ・製作費、次年度先払い経費

551,087

立替金 職員に対するもの （公益目的事業会計）　雇用保険個人負担分概算払い 442,549

貯蔵品 翌事業年度以降事業の用に供する貯蔵品 （公益目的事業会計）　ﾁｹｯﾄ用紙、ﾁｹｯﾄ袋、郵便切手、ｺﾞﾐｼｰﾙ 427,815
（収益事業等会計）　友の会入会申込書、会員カード 181,035

150,477,983
(固定資産）

基本財産 投資有価証券 大阪府公募公債　479 満期保有を目的に保有し、50%（100,000,000円）については公益目的保
有財産であり、運用益を公益目的事業の財源として使用している。
残り50%（100,000,000円）については、その運用益を法人会計の財源と
して使用している。

200,000,000

特定資産 文化芸術振興保全基金 定期預金三菱UFJ銀行河内長野支店 （法人会計）財団運営及び事業の実施において不測の事態に備えるもの 10,000,000

定期預金りそな銀行河内千代田支店 〃 10,000,000

定期預金三井住友銀行河内長野支店 〃 10,000,000

定期預金紀陽銀行河内長野支店 〃 10,000,000

定期預金南都銀行河内長野支店 〃 10,000,000

退職給付引当資産 定期預金三菱UFJ銀行河内長野支店 （法人会計）　職員7名の退職金支払に備え積み立てている 27,805,227

周年事業費積立資産 定期預金三菱UFJ銀行河内長野支店 公益目的保有財産であり、河内長野市立文化会館40周年記念事業の実施
費用に充てるため、公益充実資金として保有している

5,000,000

その他固定資
産

什器備品 文化会館備品（文化会館） 公益目的保有財産であり、公益目的事業と収益事業等で使用している共
用財産である

4,644,490

287,449,717

437,927,700
（流動負債）

未払金 職員、委託業者及び光熱水購入先、イベント会社等、
国、大阪府、河内長野市に対するもの　他

3月業務終了分委託料、3月分賃金・残業手当、3月分光熱水費、出演
料、消費税、法人税　他

42,268,149

預り金 職員・出演者に対するもの　他 源泉所得税、住民税、社会保険料個人負担分　他 1,290,990

入場料前受金 次年度事業入場券購入者に対するもの 前売り入場券販売金 7,046,300

預り入場券販売金 事業関係先、共催事業相手先、文化会館 受託販売した入場券販売金の内未精算のもの 875,600

前受金 施設利用者、友の会会員に対するもの　他 令和8年度施設利用料、令和8年度友の会会費　他 10,012,350

賞与引当金 職員に対するもの 職員の令和8年6月期末勤勉手当のうち令和7年度に属するもの 5,577,497

67,070,886
（固定負債）

退職給付引当金 職員に対するもの 職員7名の退職給付に係る引当金 27,805,227

27,805,227

94,876,113

343,051,587

負債合計

正味財産

貸借対照表科目

流動資産合計

固定資産合計

資産合計

流動負債合計

固定負債合計
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報告第２０号 

令和７年度公益財団法人河内長野市公園緑化協会の事業並び

に決算の報告について 

 令和７年度の公益財団法人河内長野市公園緑化協会の事業並びに決算に

ついて、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により報告する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  
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監 査 報 告 書 

 
 

令和 8 年 5 月 18 日 
 

公益財団法人河内長野市公園緑化協会 
理 事 長  桝 井  繁 春  殿 
 
 

公益財団法人河内長野市公園緑化協会 
 

監事  稲 次  啓 介      
 

公益財団法人河内長野市公園緑化協会 
 

監事  阪 本  英 之      
 
 
 

 私たち監事は、令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日までの事業年度における業務及び会計

の監査を行いました。 
 その結果について、次のとおり報告いたします。 
 
１．監査方法の概要 
（１）業務監査については、理事の業務執行状況を確認し、関係書類の閲覧等必要と思われる監査

手続きを用いて、業務執行の妥当性を検討しました。 
（２）会計監査については、帳簿並びに関係書類の閲覧等必要と思われる監査手続きを用いて、計

算書類及びその附属明細書並びに財産目録の正当性を検討しました。 
 
２．監査意見 
（１）事業実施報告書の内容は、法令及び定款に従い法人の状況を適正に示しているものと認めま

す。 
（２）理事の職務の執行に関する不正の行為、又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。 
（３）計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に示しているものと認めます。 
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令和７年度事業報告 
 
１．緑の普及啓発事業（緑化推進総合事業） 

 緑化推進並びにその拠点となる公園などについての情報を発信し、緑についての理解を深

めることに努めました。また、講習会、緑化相談の開催により緑についての学習の機会を提

供し、理解を深めるとともに、地域での緑化活動のできる人材の育成にも力を入れました。

そして、各地域の住民と協力して緑化活動を促進し、市民による緑の街づくりを推進しまし

た。 

（１）緑の情報発信 

   インターネットでの公園緑化情報の発信 

   公園でのイベント情報など適時更新を行い、情報発信に努めました。 

（２）緑の学習機会の提供及び人材育成 
  ①緑化相談の実施 
   電話相談、窓口相談、現地調査等 34件 

  ②公園緑化文庫の運営 
   寺ケ池公園管理事務所に公園、緑化関係の図書を設置。 
   蔵書数 630冊 

  ③緑化講演会の開催 

   開催日 令和8年2月14日(土)午後2時から午後4時まで 

   会 場 河内長野市市民交流センター 

   内 容 牛迫正秀（KINCHO園芸株式会社）による講演 

   来場者 63人 

④講習会の開催 
・専門講師による講習会 

 講習会 開催日 会場 参加者 

フラワーデザイン（初夏を彩るリースづくり） 5月23日(金) 寺ケ池公園 
管理事務所 5人 

植木の手入れ（夏に行う植木の手入れ） 6月19日(木) 〃 12人 

竹かごづくり教室 8月28日(木) 〃 14人 

フラワーデザイン（ティッシュボックスケース） 9月25日(木) 〃 10人 
植木の手入れ（秋に行う庭木の手入れQ＆A） 11月19日(水） 〃 3人 

フラワーデザイン（クリスマスリースづくり） 11月28日(金) 〃 10人 

ミニ門松作り教室 12月26日(金) 〃 20人 

植木の手入れ（春の植木の手入れQ＆A講習会） 3月19日(木) 〃 4人 
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  ⑤ボランティア活動の推進 
  ・既存ボランティアとの連携 
   花づくりボランティア「花の精」 寺ケ池公園での花壇管理 
   烏帽子里山保全クラブ 烏帽子形公園での雑木林及び竹林保全 
              南花台第9緑地での竹林保全 

ＮＰＯ法人森林ボランティアトモロス  都市公園及び緑地にて伐採などの植物管理

を実施 
  ⑥まちの樹木研究会の開催 
   開催日 令和7年8月24日(日)午前10時30分から午前11時30分まで 

   会 場 コノミヤテラス（コノミヤ南花台店2階） 

   内 容 まちなかの樹木を紹介し、参加者とまちなかの樹木の役割や価値を考える 

   来場者 15人 

２．緑と生き物を育む街づくり事業（地域緑化促進事業） 
 地域で活動する団体や市と連携し、地域の緑を育みました。 
また、緑化管理活動より排出される剪定枝等の廃材を堆肥としてリサイクル活用し、環境に

配慮した地域緑化を推進しました。 
（１）地域の緑を育むための事業（その１支援を中心とした事業） 
  ①緑化用花苗の提供 
   提供時期 5月、11月 
   提供施設 河内長野市役所庁舎をはじめ市内の公民館、郵便局など37施設 

   提供花苗 12,522本（寺ケ池公園設置のビニールハウスで栽培） 

    ②緑化用資材の提供 

園芸用資材の販売 
   花壇用の花苗などを販売 
   販売点数 307点 
  ③「ふれあい花壇」への助成 

対象団体 33団体 
   花苗提供 花壇用花苗 25,542本 
   資材提供 肥料、赤玉土等 234袋 
（２）地域の緑を育むための事業（その２協会が主体となる事業） 

①街路樹を育むための事業 

管理対象道路箇所数 94箇所 
   ※業務一覧参照 

  ②主要駅前花壇の管理 
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   駅前花壇 3箇所（河内長野駅前・千代田駅前・三日市町駅前） 

   ※業務一覧参照 

  ③保護樹木の啓発保全 

   河内長野市指定保護樹木 4件 

（３）地域に根差したエコ緑化 

    リサイクル堆肥「そだちのもと」の安価での販売 

   販売数量 2,072袋（40リットル袋） 

３．人と公園をつなぐマネジメント事業（公園等利用促進事業） 

 地域の公園を住民の集う活動の場として、また、地域における主要な緑地として整備する

とともに、地域の公園を核として町の活性化を図りました。 

快適な公園を整備するための事業 

  ①公園・緑地の緑を育むための事業 

  ・植物管理業務 

  ・樹林管理業務 

  ・公園花壇管理業務 

  ・支障木伐採業務  

  ※業務一覧参照 

  ②公園の安全管理 

  ・清掃業務 

  ・施設保全業務 

  ※業務一覧参照 

  ③市民参加による事業推進 

  ・公園管理運営委員会の開催（全１回） 

  ④公園の利用案内 

  ・公園の利用案内、相談、指導、要望等の受付 

  ・公園内制限行為及び有料施設使用の申請受付、許可の事務並びに公園使用料徴収事務 

   年間 168件 

  

４．その他公益目的を達成するために必要な事業 

（１）公園の利便性を高める事業 

   自動販売機の設置  4基 

（２）公共的施設の緑を育む事業 

  ・河内長野市役所庁舎 

・滝畑ふるさと文化財の森センター 
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・南河内環境事業組合第２清掃工場 

などの除草、剪定、刈り込みなど植物の手入れ 

  ※業務一覧参照 

 

 

 ◎業務一覧  
 業務名 業務内容 備考 事業番号 

都市公園・道路街路樹 
等管理 

公園、緑地、街路樹、市庁舎の剪定、刈
り込み、除草他植物の手入れ、害虫被害
木の伐採 

委託 ２（２）① 
３ ① 

都市公園等植物及び施 
設管理 

公園の清掃、除草、花壇の手入れ他 委託 ３ ① 

３ ② 
都市公園等施設保全 公園施設点検4回、公園施設修繕、公園遊

具点検1回 
直営 
委託 

３ ② 

都市公園樹林管理 間伐、枝払い20件 委託 ３ ① 
都市公園支障木伐採 間伐、枝払い12件 委託 ３ ① 

駅前花壇管理 河内長野駅前、千代田駅前、三日市町駅前 直営 
委託 ２（２）② 

滝畑ふるさと文化財の

森センター造園管理 
滝畑ふるさと文化財の森センターの除
草、剪定他植物の手入れ 

直営 ４（２） 

第２清掃工場内造園管 
理 

第２清掃工場の除草、剪定他植物の手入
れ 

直営 

委託 
４（２） 

 

５．その他 
（１）評議員会  
 会議名 内          容 備考 

決議省略提案 議案第1号 理事及び評議員の選任について 可決 

６月定時評議員会 報告第1号 令和8年度の事業計画及び収支予算について 
報告第2号 令和7年度に係る事業報告について 
議案第2号 令和7年度に係る決算の承認について 
議案第3号 理事及び監事の選任について 
議案第4号 評議員の選任について 

報告 
報告 
承認 
承認 
承認 

 決議省略提案 議案第5号 理事の選任について 可決 
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（２）理事会  
 会議名 内          容 備考 

決議省略提案 議案第1号 評議員会の決議の省略についての承認の件 承認 

第1回理事会 議案第2号 令和7年度事業報告について 

議案第3号 令和7年度決算報告について 

議案第4号 理事及び監事候補者の推薦について 

議案第5号 評議員候補者の推薦について 

議案第6号 定時評議員会の招集について 

報告第1号 資産の運用について 

報告第2号 理事長及び常務理事の職務の執行状況について 

承認 

承認 

承認 

承認 

可決 

報告 

報告 
決議省略提案 議案第7号 代表理事（理事長）の選定について 

 

可決 

決議省略提案 議案第8号  規程の改正について 可決 

決議省略提案 議案第9号 評議員会の決議の省略についての承認の件 承認 

第2回理事会 議案第10号 公益財団法人河内長野市公園緑化協会嘱託

員の採用並びに就業等に関する規程の改正

について 

議案第11号  令和8年度事業計画について 

議案第12号  令和8年度収支予算について 

議案第13号 常務理事の選定について 

報告第 3号 令和7年度補正予算の専決処分について 

報告第 4号 資産の運用について 

報告第 5号 理事長及び常務理事の職務の執行状況について 

可決 

 
 

 

可決 
可決 
可決 
報告 
報告 
報告 
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（単位：円）
科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資産の部
　１ 流動資産
       現金預金
         現金 0 0 0
         普通預金 22,949,619 21,924,591 1,025,028
　　　　 定期預金 0 0 0
       未収金 33,376,877 43,696,066 △ 10,319,189
       仮払金 0
       立替金 0 0 0
               流動資産合計 56,326,496 65,620,657 △ 9,294,161
  ２ 固定資産
    (1)基本財産
         投資有価証券 257,169,400 277,978,000 △ 20,808,600
         普通預金 2,116,329 2,116,329 0
               基本財産合計 259,285,729 280,094,329 △ 20,808,600
    (2)特定資産
         退職給付引当資産 2,757,081 2,819,749 △ 62,668
         減価償却引当資産 10,723,204 10,846,786 △ 123,582
　　　　 支障木伐採準備資産 0 0 0
               特定資産合計 13,480,285 13,666,535 △ 186,250
    (3)その他の固定資産
         車両運搬具 1,312,840 1,826,527 △ 513,687
         什器備品 30,815 61,846 △ 31,031
         機械装置 696,301 1 696,300
               その他の固定資産合計 2,039,956 1,888,374 151,582
               固定資産合計 274,805,970 295,649,238 △ 20,843,268
               資産の部合計 331,132,466 361,269,895 △ 30,137,429
Ⅱ 負債の部
  １ 流動負債
       未払金 9,059,627 13,987,653 △ 4,928,026
　　　 未払法人税等 1,535,000 1,324,000 211,000
       前受金 0 0 0
       預り金 230,461 128,358 102,103
               流動負債合計 10,825,088 15,440,011 △ 4,614,923
  ２ 固定負債
       退職給付引当金 2,757,081 2,819,749 △ 62,668
　　　 賞与引当金 1,891,944 2,139,050 △ 247,106
               固定負債合計 4,649,025 4,958,799 △ 309,774
               負債の部合計 15,474,113 20,398,810 △ 4,924,697
Ⅲ 正味財産の部
  １ 指定正味財産
       寄付金 259,285,729 280,094,329 △ 20,808,600
               指定正味財産合計 259,285,729 280,094,329 △ 20,808,600
       （うち基本財産への充当額） (259,285,729) (280,094,329) (△20,808,600)
       （うち特定資産への充当額） (0) (0) (0)
  ２ 一般正味財産
　　　　　　　 一般正味財産合計 56,372,624 60,776,756 △ 4,404,132
       （うち基本財産への充当額） (0) (0) (0)
       （うち特定資産への充当額） (10,723,204) (10,846,786) (△123,582)
               正味財産合計 315,658,353 340,871,085 △ 25,212,732
               負債及び正味財産合計 331,132,466 361,269,895 △ 30,137,429

貸借対照表
 令和8年3月31日現在
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（単位：円）
科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 合計

Ⅰ 資産の部
　１ 流動資産
       現金預金
         現金 0
         普通預金 936,860 11,368,218 10,644,541 22,949,619
       未収金 28,018,949 5,357,928 0 33,376,877
       仮払金 0
       立替金 0
               流動資産合計 28,955,809 16,726,146 10,644,541 56,326,496
  ２ 固定資産
    (1)基本財産
         投資有価証券 128,584,700 128,584,700 257,169,400
         普通預金 1,058,165 1,058,164 2,116,329
               基本財産合計 129,642,865 0 129,642,864 259,285,729
    (2)特定資産
         退職給付引当資産 2,370,072 333,901 53,108 2,757,081
         減価償却引当資産 9,650,884 536,160 536,160 10,723,204
　　　　 支障木伐採準備資産 0 0
               特定資産合計 12,020,956 870,061 589,268 13,480,285
    (3)その他の固定資産
         車両運搬具 1,102,786 196,926 13,128 1,312,840
         什器備品 30,815 30,815
         機械装置 1 696,300 696,301
               その他の固定資産合計 1,133,602 196,926 709,428 2,039,956
               固定資産合計 142,797,423 1,066,987 130,941,560 274,805,970
               資産の部合計 171,753,232 17,793,133 141,586,101 331,132,466
Ⅱ 負債の部
  １ 流動負債
       未払金 8,908,022 72,452 79,153 9,059,627
　　　 未払法人税等 1,535,000 1,535,000
　　　 前受金 0
       預り金 230,461 230,461
               流動負債合計 8,908,022 1,607,452 309,614 10,825,088
  ２ 固定負債
       退職給付引当金 2,370,072 333,901 53,108 2,757,081
　　　 賞与引当金 1,702,750 143,808 45,386 1,891,944
               固定負債合計 4,072,822 477,709 98,494 4,649,025
               負債の部合計 12,980,844 2,085,161 408,108 15,474,113
Ⅲ 正味財産の部
  １ 指定正味財産
       寄附金 129,642,865 0 129,642,864 259,285,729
               指定正味財産合計 129,642,865 0 129,642,864 259,285,729
       （うち基本財産への充当額） (129,642,865) (0) (129,642,864) (259,285,729)
       （うち特定資産への充当額） (0) (0) (0) (0)
  ２ 一般正味財産
　　　　　　　 一般正味財産合計 29,129,523 15,707,972 11,535,129 56,372,624
       （うち基本財産への充当額） (0) (0) (0) (0)
       （うち特定資産への充当額） (9,650,884) (536,160) (536,160) (10,723,204)
               正味財産合計 158,772,388 15,707,972 141,177,993 315,658,353
               負債及び正味財産合計 171,753,232 17,793,133 141,586,101 331,132,466

貸借対照表内訳表
令和8年3月31日現在
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（単位：円）
科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１　経常増減の部
　　(1)　経常収益
　　　基本財産運用益
　　　　基本財産受取利息 4,843,000 4,128,116 714,884
　　　事業収益
　　　　緑化事業収益 923,400 972,100 △ 48,700
　　　　公園管理事業受託収益 205,874,000 201,981,000 3,893,000
　　　　街路樹管理事業受託収益 45,210,000 42,999,000 2,211,000
　　　　植物管理事業受託収益 17,158,900 14,254,000 2,904,900
　　　受取寄付金
　　　　受取寄付金 0 6,880 △ 6,880
　　　　募金収益 2,759 5,583 △ 2,824
　　　雑収益
　　　　受取利息 194,918 60,782 134,136
　　　　雑収益 1,112,173 1,154,087 △ 41,914
　　経常収益計 275,319,150 265,561,548 9,757,602
　　(2)　経常費用
　　　事業費
　　　　給料手当 35,745,842 33,830,077 1,915,765
　　　　賞与引当金繰入額 1,786,402 2,044,584 △ 258,182
　　　　退職給付費用 1,346,477 1,482,440 △ 135,963
　　　　福利厚生費 4,508,997 4,914,780 △ 405,783
　　　　旅費交通費 17,740 19,400 △ 1,660
　　　　通信運搬費 302,747 288,798 13,949
　　　　減価償却費 539,581 312,606 226,975
　　　　消耗什器備品費 532,170 217,118 315,052
　　　　消耗品費 4,899,352 4,647,357 251,995
　　　　原材料費 340,432 167,330 173,102
　　　　修繕費 6,469,098 2,638,253 3,830,845
　　　　印刷製本費 110,880 15,620 95,260
　　　　燃料費 668,309 650,612 17,697
　　　　光熱水料費 5,060,871 4,839,736 221,135
　　　　賃借料 1,403,425 1,261,373 142,052
　　　　保険料 1,173,677 1,154,554 19,123
　　　　諸謝金 248,000 298,000 △ 50,000
　　　　租税公課 4,296,797 5,346,832 △ 1,050,035
　　　　支払負担金 455,400 392,286 63,114
　　　　委託費 197,559,993 182,180,270 15,379,723
　　　　支払助成金 138,000 523,000 △ 385,000
　　　　支払手数料 8,232,364 8,472,468 △ 240,104
　　　　雑費 22,917 17,388 5,529
　　　管理費
　　　　役員報酬 360,000 320,000 40,000
　　　　給料手当 1,055,346 1,145,604 △ 90,258
　　　　賞与引当金繰入額 45,386 70,185 △ 24,799
　　　　退職給付費用 40,344 49,242 △ 8,898
　　　　福利厚生費 133,122 166,431 △ 33,309
　　　　旅費交通費 5,440 1,360 4,080
　　　　通信運搬費 12,775 6,080 6,695
　　　　減価償却費 5,137 2,844 2,293
　　　　消耗什器備品費 14,230 7,887 6,343
　　　　消耗品費 10,357 8,769 1,588

正味財産増減計算書
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで
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（単位：円）
科目 当年度 前年度 増減

　　　　修繕費 9,716 8,016 1,700
　　　　燃料費 6,751 6,570 181
　　　　賃借料 100,737 98,819 1,918
　　　　保険料 195,463 194,436 1,027
　　　　租税公課 11,253 10,868 385
　　　　支払負担金 2,600 2,614 △ 14
　　　　支払手数料 343,614 168,006 175,608
　　　　雑費 4,540 4,440 100
　　経常費用計 278,216,282 257,987,053 20,229,229
　　　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 2,897,132 7,574,495 △ 10,471,627
　　　基本財産評価損益等 0 0 0
　　　　基本財産売却益 0 0 0
　　　特定資産評価損益等 28,000 △ 19,000 47,000
　　　　特定資産評価益 28,000 0 28,000
　　　　特定資産評価損 0 △ 19,000 19,000
　　　　特定資産売却益 0 0 0
　　　　特定資産売却損 0 0 0
　　評価損益等計 28,000 △ 19,000 47,000
　　当期経常増減額 △ 2,869,132 7,555,495 △ 10,424,627
　２　経常外増減の部
　　(1)　経常外収益
　　　固定資産売却益
　　　　基本財産売却益 0 1,912,000 △ 1,912,000
　　経常外収益計 0 1,912,000 △ 1,912,000
　　(2)　経常外費用
　　経常外費用計 0 0 0
　　当期経常外増減額 0 1,912,000 △ 1,912,000
　　他会計振替額 0 0 0
　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 2,869,132 9,467,495 △ 12,336,627
    法人税、住民税及び事業税 1,535,000 1,324,000 211,000
　　当期一般正味財産増減額 △ 4,404,132 8,143,495 △ 12,547,627
　　一般正味財産期首残高 60,776,756 52,633,261 8,143,495
　　一般正味財産期末残高 56,372,624 60,776,756 △ 4,404,132
Ⅱ　指定正味財産増減の部
      基本財産運用益
　　　　基本財産受取利息 4,843,000 4,128,116 714,884
　　　一般正味財産への振替額
　　　　一般正味財産への振替額 △ 4,843,000 △ 4,128,116 △ 714,884
　　　基本財産評価損益等 △ 20,808,600 △ 20,026,100 △ 782,500
　　　　基本財産売却益 0 0 0
　　　　基本財産売却損 0 0 0
　　　　基本財産評価益 0 0 0
        基本財産評価損 △ 20,808,600 △ 20,026,100 △ 782,500
　　　一般正味財産への振替額
　　　　一般正味財産への振替額 0 △ 1,912,000 1,912,000
　　当期指定正味財産増減額 △ 20,808,600 △ 21,938,100 1,129,500
　　指定正味財産期首残高 280,094,329 302,032,429 △ 21,938,100
　　指定正味財産期末残高 259,285,729 280,094,329 △ 20,808,600
Ⅲ　正味財産期末残高 315,658,353 340,871,085 △ 25,212,732
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（単位：円）
科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引控除 合計

市民がうるおいと安
らぎを実感できる緑
豊かな環境共生都市
の実現に寄与する事
業

施設管理事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　１　経常増減の部
　　(1)　経常収益
　　　基本財産運用益
　　　　基本財産受取利息 2,421,500 2,421,500 4,843,000
　　　事業収益
　　　　緑化事業収益 923,400 923,400
　　　　公園管理事業受託収益 205,874,000 205,874,000
　　　　街路樹管理事業受託収益 45,210,000 45,210,000
　　　　植物管理事業受託収益 17,158,900 17,158,900
　　　受取寄付金
　　　　受取寄付金 0 0
　　　　募金収益 2,759 2,759
　　　雑収益
　　　　受取利息 194,918 194,918
　　　　雑収益 33,410 1,078,763 0 1,112,173
　　経常収益計 254,465,069 18,237,663 2,616,418 275,319,150
　　(2)　経常費用
　　　事業費
　　　　給料手当 31,949,511 3,796,331 35,745,842
　　　　賞与引当金繰入額 1,592,526 193,876 1,786,402
　　　　退職給付費用 1,199,683 146,794 1,346,477
　　　　福利厚生費 4,030,126 478,871 4,508,997
　　　　旅費交通費 17,740 17,740
　　　　通信運搬費 287,751 14,996 302,747
　　　　減価償却費 462,528 77,053 539,581
　　　　消耗什器備品費 517,940 14,230 532,170
　　　　消耗品費 4,679,507 219,845 4,899,352

正味財産増減計算書内訳表
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで
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科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引控除 合計

市民がうるおいと安
らぎを実感できる緑
豊かな環境共生都市
の実現に寄与する事
業

施設管理事業

　　　　原材料費 340,432 340,432
　　　　修繕費 6,291,161 177,937 6,469,098
　　　　印刷製本費 110,880 0 110,880
　　　　燃料費 567,050 101,259 668,309
　　　　光熱水料費 4,971,312 89,559 5,060,871
　　　　賃借料 1,354,841 48,584 1,403,425
　　　　保険料 1,146,938 26,739 1,173,677
　　　　諸謝金 248,000 248,000
　　　　租税公課 4,250,914 45,883 4,296,797
　　　　支払負担金 442,400 13,000 455,400
　　　　委託費 197,320,193 239,800 197,559,993
　　　　支払助成金 138,000 138,000
　　　　支払手数料 8,232,364 0 8,232,364
　　　　雑費 22,917 22,917
　　　管理費 0
　　　　役員報酬 360,000 360,000
　　　　給料手当 1,055,346 1,055,346
        賞与引当金繰入額 45,386 45,386
　　　　退職給付費用 40,344 40,344
　　　　福利厚生費 133,122 133,122
　　　　旅費交通費 5,440 5,440
　　　　通信運搬費 12,775 12,775
　　　　減価償却費 5,137 5,137
　　　　消耗什器備品費 14,230 14,230
　　　　消耗品費 10,357 10,357
　　　　修繕費 9,716 9,716
　　　　燃料費 6,751 6,751
　　　　賃借料 100,737 100,737
　　　　保険料 195,463 195,463
　　　　租税公課 11,253 11,253
　　　　支払負担金 2,600 2,600
　　　　支払手数料 343,614 343,614
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科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引控除 合計

市民がうるおいと安
らぎを実感できる緑
豊かな環境共生都市
の実現に寄与する事
業

施設管理事業

　　　　雑費 4,540 4,540
　　経常費用計 270,174,714 5,684,757 2,356,811 278,216,282
　　　評価損益等調整前当期経常増減額 △ 15,709,645 12,552,906 259,607 △ 2,897,132
　　　基本財産評価損益等 0 0 0 0
　　　特定資産評価損益等 25,200 1,400 1,400 28,000
　　　　特定資産評価益 25,200 1,400 1,400 28,000
　　　　特定資産評価損 0 0 0 0
　　　投資有価証券評価損益等 0 0 0 0
　　　基本財産売却損益等 0
　　　　基本財産売却益 0 0 0 0
　　　特定資産売却損益等 0 0 0 0
　　　　特定資産売却損 0 0 0 0
　　　投資有価証券売却損益等 0 0 0 0
　　　評価損益等計 25,200 1,400 1,400 28,000
　　当期経常増減額 △ 15,684,445 12,554,306 261,007 △ 2,869,132
　２　経常外増減の部
　　(1)　経常外収益
　　経常外収益計 0 0 0 0
　　(2)　経常外費用
　　経常外費用計 0 0 0 0
　　当期経常外増減額 0 0 0 0
　　他会計振替額 6,252,869 △ 6,301,437 48,568 0
　　税引前当期一般正味財産増減額 △ 9,431,576 6,252,869 309,575 △ 2,869,132
　　法人税、住民税及び事業税 1,535,000 1,535,000
　　当期一般正味財産増減額 △ 9,431,576 4,717,869 309,575 △ 4,404,132
　　一般正味財産期首残高 38,561,099 10,990,103 11,225,554 60,776,756
　　一般正味財産期末残高 29,129,523 15,707,972 11,535,129 56,372,624
Ⅱ　指定正味財産増減の部
　　　基本財産運用益
　　　　基本財産受取利息 2,421,500 2,421,500 4,843,000
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科目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引控除 合計

市民がうるおいと安
らぎを実感できる緑
豊かな環境共生都市
の実現に寄与する事
業

施設管理事業

　　　一般正味財産への振替額
　　　　一般正味財産への振替額 △ 2,421,500 △ 2,421,500 △ 4,843,000
　　　基本財産評価損益等
　　　　基本財産売却益 0
　　　　基本財産売却損 0
　　　　基本財産評価益 0
　　　　基本財産評価損 △ 10,404,300 △ 10,404,300 △ 20,808,600
　　　一般正味財産への振替額
　　　　一般正味財産への振替額 0
　　当期指定正味財産増減額 △ 10,404,300 0 △ 10,404,300 △ 20,808,600
　　指定正味財産期首残高 140,047,165 0 140,047,164 280,094,329
　　指定正味財産期末残高 129,642,865 0 129,642,864 259,285,729
Ⅲ　正味財産期末残高 158,772,388 15,707,972 141,177,993 315,658,353
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１　重要な会計方針

　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　その他有価証券：時価を計上している。

　(2)固定資産の減価償却の方法

　　車両運搬具、什器備品、機械装置の減価償却の方法は定額法によっている。

　(3)引当金の計上基準

　　退職給付引当金

　　　期末自己都合退職要支給額より中退共期末支給予定額を差し引いた額を計上している。

　　賞与引当金

　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上し

　　ている。

　(4)消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２　会計方針の変更

　なし

３　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

当期末残高

257,169,400

2,116,329

259,285,729

2,757,081

10,723,204

13,480,285

272,766,014

４　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

-

-

-

2,757,081

10,723,204

13,480,285

13,480,285

基本財産

　投資有価証券 277,978,000 0 20,808,600

財務諸表に対する注記

令和8年3月31日現在

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

特定資産

　退職給付引当資産 2,819,749 1,098,821 1,161,489

　預金 2,116,329 0 0

　小計 280,094,329 0 20,808,600

合計 293,760,864 1,671,539 22,666,389

科目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　減価償却引当資産 10,846,786 572,718 696,300

　小計 13,666,535 1,671,539 1,857,789

（うち負債に対
応する額）

基本財産

　基本財産有価証券 257,169,400 257,169,400 0

特定資産

　退職給付引当資産 2,757,081 0 0

　基本財産引当資産 2,116,329 2,116,329 0

　小計 259,285,729 259,285,729 0

合計 272,766,014 259,285,729 0

　減価償却引当資産 10,723,204 0 0

　小計 13,480,285 0 0
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５　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

（単位：円）

７　関連当事者との取引の内容

　関連当事者との取引内容は、次のとおりである。

役員の兼務等 事実上の関係

支配
法人

河内長
野市

－
地方公共
団体

理事２名
指定管理料の交
付

公園管理指定管理料

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 1,438,215 1,407,400 30,815

機械装置 3,195,201 2,498,900 696,301

その他の固定資産

車両運搬具 12,076,509 10,763,669 1,312,840

経常収益への振替額

基本財産受取利息　一般正味財産へ振替 4,843,000

合計 4,843,000

合計 16,709,925 14,669,969 2,039,956

内　　　　　容 金額

205,874,000 公園管理事業受託収益 0円

関係内容

大阪府河内長
野市原町1丁
目1-1

－

取引の内容
取引金額

（単位：円）
科目

期末残高
（単位：円）

属性
法人等
の名称

住所 資産総額
事業の内
容又は職

業

議決権
の保有
割合
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附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 2,819,749 1,098,821 1,161,489 2,757,081

賞与引当金 2,139,050 1,831,788 2,078,894 1,891,944

　基本財産及び特定資産の明細について、財務諸表の注記「基本財産及び特定資産の増減額
及びその残高」に記載しているため、記載を省略している。

当期減少額
期首残高科目 当期増加額 期末残高
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（単位：円）
場所･物量等 使用目的等 金額

(流動資産) 現金 手元保管 運転資金として 0
預金 普通預金 運転資金として

　三菱UFJ銀行河内長野支店 22,949,619
　三菱UFJ銀行河内長野支店 0

未収金 河内長野市に対する未収額他 受託収益他 33,376,877
56,326,496

(固定資産)
基本財産 投資有価証券 投資有価証券 87,210,000

　第29回東京電力パワーグリッド社債
投資有価証券 投資有価証券 86,520,000

　第36回東京電力パワーグリッド社債
投資有価証券 投資有価証券 83,439,400

　第73回東京電力パワーグリッド社債
預金 普通預金 2,116,329

　三菱UFJ銀行河内長野支店
特定資産 退職給付引当資産 普通預金 職員14名の退職金の支払いに備えたもの 2,757,081

　三菱UFJ銀行河内長野支店
減価償却引当資産 普通預金 6,753,204

　三菱UFJ銀行河内長野支店
投資有価証券 1,988,000
　第78回クレディセゾン社債
投資有価証券 1,982,000
　第73回三菱UFJリース社債

その他固定資産 車両運搬具 共用財産であり、公益目的事業に84％、収益事業に15％、法人管理に１％使用している 1,312,840
什器備品 公益目的保有財産であり、公益目的事業に使用している 30,815
機械装置 公益目的保有財産であり、公益目的事業に使用している 1

法人管理に使用している 696,300
固定資産合計 274,805,970
資産合計 331,132,466
(流動負債) 未払金 清掃等委託業者に対する未払い額他 9,059,627

未払法人税等 法人税他 法人税、住民税、事業税他 1,535,000
前受金 0
預り金 社会保険料他 源泉所得税、社会保険料、住民税他 230,461

流動負債合計 10,825,088
(固定負債) 退職給付引当金 職員に対するもの 職員に対する退職手当の支給に備えたもの 2,757,081

賞与引当金 職員に対するもの 職員に対する賞与の支給に備えたもの 1,891,944
固定負債合計 4,649,025
負債合計 15,474,113
正味財産合計 315,658,353

財産目録
令和8年3月31日現在

流動資産合計

将来の車両運搬具等の買替えに充てるために保有してい
る

貸借対照表科目

共有財産であり、運用益を公益目的事業に50％、法人管
理に50％使用している

3月分清掃・機械警備等施設管理委託料、3月分残
業手当、未払消費税他

将来の車両運搬具等の買替えに充てるために保有してい
る
将来の車両運搬具等の買替えに充てるために保有してい
る

共有財産であり、運用益を公益目的事業に50％、法人管
理に50％使用している
共有財産であり、運用益を公益目的事業に50％、法人管
理に50％使用している
共有財産であり、運用益を公益目的事業に50％、法人管
理に50％使用している
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報告第２１号 

令和７年度三日市都市開発株式会社の事業並びに決算の報告

について 

 令和７年度の三日市都市開発株式会社の事業並びに決算について、地方

自治法第２４３条の３第２項の規定により報告する。 

  令和８年９月１日提出 

                    河内長野市長 西野 修平   
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監査役監査報告書謄本 
 

監 査 報 告 書 
 

 
私、監査役は、令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日までの第 22 期事業年度の取締

役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま

す。 
 
１．監査の方法及びその内容 
 私、監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告をうけ、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 
 さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類(貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書につい

て検討いたしました。 
 
２．監査の結果 
（１）事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いると認めます。  
（２）取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 
（３）計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認めます。 
 
令和 8 年 5 月 27 日 
 
 

三日市都市開発株式会社 
 

監査役   武田 宗久   
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事 業 報 告 

令和７年４月 １日 から  

令和８年３月３１日 まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

１）事業の経過及びその成果 

  （１）全般の環境及び状況 

令和７年度、日本国内では、政府によるガソリン暫定税率の廃止や電気・ガ

ス料金への補助といった物価高対策に加え、賃金の上昇も進んでおり、日本経

済は回復基調に向かう兆しが見られます。一方で、米価の高騰をはじめとする

物価高による節約志向の強まりなどから、引き続き、個人消費の低迷が続くこ

とが予想されます。 

河内長野市では、局制の導入による大規模な組織改革を進め、部局横断で円

滑に意思疎通を図りながら、課題解決に向けて迅速かつ柔軟に対応できる組織

体制を構築しました。 

あわせて、食料品価格をはじめとする物価高騰の影響を受けるすべての市民

を支援するため、国の補正予算を活用し、市内で食料品等の購入に使えるクー

ポンを配布しました。 

 日本スーパーマーケット協会が発表した令和７年度の各月の前年同月比の平

均ベースで、総売上高は、１０２．４％（既存店ベース）とプラスとなりまし

た。 

このような中で、当フォレスト三日市におきましては、核テナントを含む全

店舗(既存店ベース)の売上高前年度比は１０２．８％、来店客数前年度比は   

９９．７％となりました。 

 

  （２）管理受託業務 

    ①建物管理業務 

管理組合からビル共用部に係る設備運転、保安警備、清掃、環境衛生管理

などの業務とあわせて、河内長野市から公共施設専有部に係る設備点検、保

安警備、清掃などの業務を受託しました。 

全ての業務において、関係法令を遵守し、専門的知識を有する各業務のス

タッフとの連携を密にし、来館者の視点・立場に立った教育及び提案を行い、

各業務を遂行しました。 

また、ビル管理の改善に取り組むとともに管理コストの適正化にも努めま

した。 

 

    ②管理組合の修繕積立金の活用 

 令和５年度から、長期修繕計画に記載された項目で、計画的な修繕に関し

ては、修繕積立金会計を取り崩し、修繕を行っております。 

 令和７年度は、消防設備の改修、自動扉のメンテナンス、電力メーターの

交換などが行われました。 
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③安全・安心への取り組み 

ア．新型コロナ感染症及びインフルエンザなどの感染症拡大防止対策 

昨年度に引き続き、エレベーターの押しボタン、エスカレーターや階段

の手すりなど、利用頻度の高い箇所のアルコール消毒を実施するとともに、

各所に手指消毒液を設置し、店舗・施設が設置する消毒液とあわせて感染

症拡大防止対策に努めました。 

 

     イ．防災計画の整備 

昨年度に引き続き、事業継続計画の考え方に基づき、重要度の高い災害

リスク抽出やリスクに対する対策などの BCP 対策セミナーに参加し、管理

組合が取り組むべき課題のサポートを行いました。 

 

④地域貢献イベント 

フォレスト三日市の賑わいづくりを目指した地域貢献イベント「クリーン・ 

フラワーウォーク」を地元の三日市小学校区まちづくり協議会及び花の文化

園の協力のもと、開催いたしました。 

 

このような状況の中、ビル管理収入は全体として６４，６５６千円で前年度

比９９．４％となりました。 

 

 

（３）不動産賃貸業務 

①空床リーシング業務 

空床の解消は、プライオリティの高い課題と認識し、当社が独自にリーシン

グを行う他、地元不動産業者、商業コンサルなどの媒介業者を訪問し、改めて

連携を強化することで、空床の早期解消に努めております。 

令和８年３月末現在の空床は、令和３年８月からの２階２０４-１区画（旧介

護予防・日常生活支援総合事業）、令和５年４月からの１階１０１区画（旧書店）、

令和５年８月からの１０２-２区画（旧クリーニング店）、令和６年１１月から

の１０６-２区画（旧骨董店）の計４区画となっております。 

なお、１階１０１区画は、令和７年２月より床オーナーとサブリース契約を

締結し、隣接する１０２-２区画とあわせて、当社が一括管理を行っています。

これにより、両区画を一体的に扱ったリーシングが可能となり、出店を検討さ

れる側のニーズに応じた柔軟な区画提案が実現でき、より質の高いテナント誘

致を図っております。 

空き区画については、物販・サービス系を中心に、飲食や事務所貸しの可能

性も含めてリーシングを行いました。数社より現地確認をいただきましたが、

いずれも入店条件が合わず、現時点では借り手が決まっていない状況です。 

今後も引き続きリーシングを行い、契約が成立するまでの期間中は、催事利

用などに取り組み、収益確保に努めてまいります。 
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②賃貸借更新業務 

オープンから令和７年７月に２０周年を迎え、会社が賃借している床が賃貸

借期間満了を迎えました。令和６年度から床所有者に、２０年間の景気の動向

変化に加え、人口減少、少子高齢化など河内長野市を取り巻く状況も踏まえた

説明を行い、適正な賃借料での契約合意を目指し、価格交渉を進め、多くの床

所有者にご了解いただき、合意に至りました。 

なお、一部の方々とは、引き続き交渉を進めてまいります。 

 また、キーテナントについても同様に賃貸借期間満了を迎えたことから、賃

貸料の引き下げ等の交渉を進めてまいりました結果、現在の状況をご理解いた

だき、賃貸料について合意いただきました。今後ともキーテナントとの情報共

有を密にして、双方の意向が反映される取り組みを進めてまいります。 

 

このような状況の中、不動産運営収入は全体として９１，６３０千円で前年

度比９４．９％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）駐車場及び駐輪場管理運営業務 

①駐車場管理運営業務 

令和６年７月より駐車場における利便性の向上及び効率的な管理運営に

向け、チケットレス（駐車券なし）化に移行するとともに、利用料金のキ

ャッシュレス対応を可能にすることなどの新システムを導入いたしました。 

その結果、ご利用者からは入退場がスムーズになったことやキャッシュ

レスに対応したことなど、概ね高評価をいただいており、最大料金利用台

数は、６，７５１台となり、年間を通じて増加いたしました。（令和８年３

月末現在、１日平均約１８台、前年比１４２．５％） 

また、入庫台数（利用台数）も前年比増となり、結果、昨年度より年間   

約８，０００台近く増加いたしました。 

利用料金収入は、最大料金利用の増加などにより前年度比１３１．６％、     

約１，７３３千円の増収となりました。 

以上の結果から、駐車場利用台数は３１９千台で前年度比１０２．５％、
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駐車場収入は４０，７４８千円で前年度比１０４．１％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②駐輪場管理運営業務 

ビル周辺地域の少子高齢化により、駅利用者数は中長期的には減少傾向に

あります。 

このような状況の中、令和７年度は、月極契約において単価の高いバイク

の契約台数が減少し、単価の低い自転車の契約台数がわずかに増加しました。

その結果、月極収入は前年度を下回ることとなりました。（前年度比９８．１％） 

また、学生等を対象とした、春・秋のキャンペーンについては、春の申し

込みは増加しましたが、秋は減少し、年間を通じて、ほぼ横ばいとなりまし

た。 

一時利用については、バイク・自転車ともに一時利用開始後最大の利用台

数を更新し、利用台数、利用収入とも昨年度を上回り、全体として順調に推

移いたしました。（一時利用台数、前年度比１１２．７％） 

結果として、駐輪場収入は１２，６６０千円で前年度比１００．５％とな

りました。 

 

③駐輪場賃借料の適正化 

オープンから令和７年７月で２０年という節目が経過し、会社が賃借して

いる駐輪場床の賃貸借契約が、令和７年度に賃貸借期間満了を迎えました。 

そこで令和６年度より床所有者に対し、過去２０年間の景気動向の変化に加

え、ビル周辺地域の少子高齢化による駅利用者数の減少傾向などの状況を説

明し、契約更新に伴う賃借料の見直しについて交渉を行いました。 その結果、

賃借料の値下げについてご理解をいただき、無事に契約更新を終えることが

できました。 

今後とも、収入に合った費用支出となるよう、検討を続けてまいります。 
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        ※駐輪場月極利用台数は、各月末利用台数の平均です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）防災計画について 

令和６年度に引き続き、事業継続計画（ＢＣＰ）の考え方に基づき、災害

リスクに対応するための情報収集を行い、各リスクに対する対策を検討しま

した。あわせて、BCP 対策に関する知識を深めるため、BCP 対策セミナーに参

加いたしました。 
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（６）附帯業務 

店主会事務受託業務につきましては、恒例イベントとなっている、周年催

事、年末催事に係る支援・協力を行いました。 

特に、オープンから２０周年という節目を迎えた周年催事においては、日

頃よりご来館いただいている皆さまへの感謝を込めて、当社としても積極的

に支援を行い、皆さまへの感謝をお伝えするべく盛大に開催されました。 

その結果、イベント当日はこれまで以上に多くの皆さまにご来館いただき、

会場は終始にぎわいに包まれました。また、各種特別イベントにも多くのご

参加をいただき、２０年という節目を皆さまと共に祝う、心温まるひととき

をご提供することに尽力することができました。 

 

以上の結果として､売上高は２１７，０２９千円、経常利益は２，７７５千円、当

期純利益は１，７９９千円となりました。 

 

 

以上の内容で業務を遂行してまいりましたが、今後も引き続き安全・安心かつ快

適な商業、公共・公益複合ビルを目指し、地域の皆様をはじめとした来館者の皆様

に、より一層支持される施設となるよう取り組んでまいります。また、適正な管理

運営のもと経営の安定化を図るべく努力する所存でございます。 

今後とも、株主の皆様におかれましては、より一層のご指導・ご鞭撻を賜ります

ようよろしくお願い申し上げます。 

 

 

２）設備投資の状況 

当事業年度における設備投資につきましては、特記すべき事項はありません。 

 

３）資金調達の状況 

 当事業年度における資金調達につきましては、特記すべき事項はありません。 

 

４）財産及び損益の状況の推移 

区    分 
第１９期 

(令和５年３月期) 

第２０期 

(令和６年３月期) 

第２１期 

(令和７年３月期) 

第２２期 

(令和８年３月期) 

売 上 高 

(千円) 
210,215 210,808 220,320 217,029 

経常利益 

(千円) 
8,794 5,375 6,718 2,775 

当期純利益 

(千円) 
5,900 4,034 5,217 1,799 
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５）対処すべき課題 

（１）管理受託業務 

①管理組合の長期修繕計画の更新業務へのサポート 

令和５年度から計画的な修繕については、修繕積立金会計を活用し、修繕を

進めてまいりました。 

  一方で、これまで実施した修繕業務などを踏まえ、長期修繕計画をより実効

性のあるものとするため、検討と提案を行ってまいりました。しかし、近年の

物価や人件費の上昇は、計画全体に影響を及ぼしており、改めて計画の見直し

を行う必要があります。 

  令和８年度は、管理組合内に長期修繕計画委員会（専門委員会）を設置し、

個別経費の洗い出しなどを通じて、長期修繕計画の実効性の向上を目標に見直

すこととされております。当社は、長期修繕計画の見直し・策定に向けた検討

を支援するとともに、修繕積立金の見直しについてもサポートしてまいります。 

 

②専有部分管理受託業務 

令和３年度から３階公益施設の運営は、㈱尾崎スイミングスクールが、河

内長野市と賃貸借契約を締結し、テナントとして入居しています。 

令和８年度も引き続き、管理組合、河内長野市と協議を行い、適正な施設

管理を目指してまいります。 

特に、設備点検・清掃業務は、専門的知識を有する各業務のスタッフと連

携を密にし、業務を遂行いたします。 

また、主要な機器が導入から２０年以上を経過し、抜本的なメンテナンス

や更新が必要となる時期を迎えようとしています。専門業者の意見を取り入

れて、適切な対応を行い、さまざまな課題、問題などについてもバックアッ

プしてまいります。 

 

③防災計画の整備 

フォレスト三日市の安全・安心を向上させる取り組みとして、引き続き防

災計画の整備に取り組みます。 

特に、大規模災害（プレート型地震 最大震度６強）を想定した災害リス

クを予測し、事業継続計画（ＢＣＰ）の考え方を踏まえ、災害リスクに対応

するためのマニュアルなどの整備をサポートします。 

また、三日市市民ホールが「指定避難所」となっていることも踏まえ、河

内長野市及び関係機関と調整を進めてまいります。 

 

（２）不動産賃貸借業務 

    ①空床への対応 

現在、空床となっております１０１区画、１０２-２区画、１０６-２区画、

１株当たり 

当期純利益 
737 円 51 銭 504 円 37 銭 652 円 13 銭 224 円 90 銭 

総 資 産 

(千円) 
608,781 589,218 571,354 558,650 
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２０４-１区画の計４区画のテナントリーシングについては、当社の最大の課

題であると認識しており、引き続き早急な解決が求められています。今後も

リーシング業務の強化に努めるとともに、リーシング専門部署を有する協力

業者や、地元不動産業者・商業コンサルなどの媒介業者との連携を一層強化

します。 

 

あわせて、市及び近隣商工会、商店連合会などにも積極的に働きかけ、地域

との協力体制を強化することでリーシング力の向上を図り、空床の早期解消

を図ります。 

また、空床期間中は、催事利用などの活用に取り組み、収益確保に努めま

す。 

 

②インボイス制度の見直しに伴う区分所有者との対応 

令和８年度の税制改正において、インボイス制度の見直しが行われ、免税

事業者などインボイス発行事業者以外の者から行った課税仕入れについて認

められていた一定割合の仕入税額控除の経過措置について、控除可能割合及

び適用期限が見直されました。 

この見直しに伴い、区分所有者の賃借料については、インボイスに係る課

税仕入に係る控除額の差額の負担を賃借料に反映させていただいている関係

上、賃借料の変更が生じることとなります。該当する区分所有者の皆様に本

改正内容をご理解いただき、新たな賃料への対応について同意いただけるよ

う、交渉を進めてまいります。 

 

（３）駐車・駐輪場管理運営業務 

令和８年度は、引き続き利用者の安全・安心で快適な環境に向けた改善及び

利便性の向上に取り組みます。 

    ①駐車場管理運営業務 

駐車場管理運営においては、令和６年度に利便性向上及び効率的な管理運

営を図るため、チケットレス・キャッシュレス駐車場システムを導入し、駐

車場出口における要員の削減と増収を実現しました。令和８年度においても、

引き続き利用者にとって使いやすい駐車場運営に努めてまいります。 

 

    ②駐輪場管理運営業務 

駐輪場の運営においては、周辺の人口減少や少子高齢化が進み、通勤・通

学者の減少が続く中でも、月極利用のキャンペーン等を継続して実施し、利

用促進に努めてまいりました。  

一方で、令和７年度は、機械化にこだわらず効率的な管理運営を図るため、

駐車・駐輪場管理委託業務を見直し、関係者と協議を重ねながら検討を進め

てまいりました。 

 令和８年度におきましても、一部機械化も含めた駐輪場の効率的な管理運

営に係る検討、利便性の向上に向けた取り組みを関係者との協議を重ねつつ、

安全かつ効率的な運用方法について検討を深めてまいります。 

あわせて、駐輪場内の月極利用区画、一時利用区画及び当館利用者区画に
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ついて、利用者が容易に区別できる表示方法を検討し、区画整理及び誘導案

内の改善に努め、より利用しやすい駐輪場を目指してまいります。 

 

６）主要な事業内容 

（１）不動産の賃貸及び管理業務 

（２）駐車場、駐輪場の経営及び管理運営業務 

（３）公共公益施設の管理運営業務 

 

７）主要な事業所 

  本社 大阪府河内長野市三日市町３２番地の１ 

 

８）従業員の状況（令和８年３月３１日現在） 

従業員数 ２名（前年末比増減 無） 

  平均勤続年数 ２０．７年 

(注) 従業員数には、使用人兼務取締役１名は含めず、嘱託社員１名を含みます。 

 

９）重要な親会社及び子会社の状況 

（１）親会社との関係 

河内長野市は、当社の発行済み株式総数の８０％を保有しており、当社の代

表取締役を同市の副市長が兼任しております。また、同市の都市サステナ部長

が取締役を兼任しております。 

（２）重要な子会社の状況 

該当事項はありません。 

 

１０）主要な借入先及び借入額（令和８年３月３１日現在） 

 

 

 

 

２．会社役員に関する事項 

１）取締役及び監査役の氏名等（令和８年３月３１日現在） 

借  入  先 借入金残高 

河 内 長 野 市  69,328 千円 

地   位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 西口 栄一 河内長野市 副市長 

取 締 役 太口 智裕  総務部長 

取 締 役 山口   力  
株式会社 サンプラザ  

代表取締役社長 

取 締 役 吉田  顕 
河内長野ガス 株式会社 

代表取締役社長 

取 締 役 坂ノ上 洋 河内長野市 都市サステナ部長 
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(注)１．当該事業年度中の異動は、次のとおりであります。 

①就任（取締役） 

令和７年６月２６日開催の第２１期定時株主総会において、取締役全

員が任期満了となり、新たな取締役として西口栄一氏、坂ノ上洋氏が選

任され、留任する取締役として太口智裕氏、山口力氏、吉田顕氏があわ

せて就任いたしました。 

令和７年６月２６日開催の第２２期第２回取締役会（臨時）の決議に

より、同日付で西口栄一氏が代表取締役社長に就任いたしました。 

②退任（取締役） 

令和７年６月２６日付けで取締役東部昌也氏、取締役早川和志氏は、

退任いたしました。 

 

２．監査役 武田宗久氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。 

 

２）取締役及び監査役の報酬等の額 

 

 

 

 

 

(注)1．取締役の当期支払額には、使用人兼務取締役１名の使用人分給与 3,500 千円

は含まれておりません。 

2．常勤取締役の報酬額は、平成１９年６月開催の第３期定時株主総会において、 

年額 3,900 千円以内と決議いただいております。また、監査役の報酬額につき

ましても第３期定時株主総会において年額 500 千円以内と決議いただいており

ます。 

 

３．株式に関する事項 

１）発行可能株式総数        8,000 株 

２）発行済株式の総数        8,000 株 

３）株 主 数             9 名 

４）株 主（令和８年３月３１日現在） 

監 査 役 武田 宗久 公認会計士 

区   分 支給人数 当 期 支 払 額  

取 締 役 １    600 千円 

監 査 役 １   500 千円 

株  主  名 持  株  数 持株比率 

河 内 長 野 市 6,400 株 80.00 ％ 

株式会社サンプラザ  700 株  8.75 ％ 

河内長野ガス株式会社  600 株  7.50 ％ 

南海電気鉄道株式会社   60 株  0.75 ％ 

大阪第一交通株式会社   60 株  0.75 ％ 
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近鉄タクシー株式会社   60 株  0.75 ％ 

日本農薬株式会社   60 株  0.75 ％ 

大阪南農業協同組合   40 株  0.50 ％ 

モリ工業株式会社   20 株  0.25 ％ 
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金　　　　額 金　　　　額

円 円

96,527,238 44,879,562

現 金 及 び 預 金 81,684,935 1 年 内 返 済 長 期 借 入 金 17,332,000

売 掛 金 331,400 未 払 金 10,818,863

未 収 入 金 5,381,735 前 受 金 12,170,616

貯 蔵 品 71,667 従 業 員 預 り 金 38,268

前 渡 金 8,232,173 預 り 金 27,315

立 替 金 9,280 未 払 消 費 税 等 2,436,200

預 け 金 259,100 未 払 法 人 税 等 1,333,900

未 収 法 人 税 等 16,500 賞 与 引 当 金 722,400

未 収 収 益 121,849 84,113,712

前 払 費 用 418,599 長 期 借 入 金 51,996,000

462,123,470 受 入 敷 金 28,187,930

452,114,629 退 職 給 付 引 当 金 3,929,782

建 物 214,834,182 128,993,274

建 物 付 属 設 備 4,833,590

車 両 運 搬 具 1

什 器 ・ 備 品 8,900,133 429,657,434

土 地 223,546,723 資 本 金 400,000,000

1 利 益 剰 余 金 29,657,434

電 話 加 入 権 1 そ の 他 利 益 剰 余 金 29,657,434

10,008,840 繰 越 利 益 剰 余 金 29,657,434

修 繕 目 的 積 立 資 産 10,000,000 （ う ち 当 期 純 利 益 ） （1,799,238）

長 期 前 払 費 用 8,840 429,657,434

558,650,708 558,650,708

有形固定資産の減価償却累計額　　378,984,468円

負 債 ・ 純 資 産 の 部 計

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

【 固 定 負 債 】

負 債 の 部 計

純　　資　　産　　の　　部

【株　　　主　　　資　　　本】

純 資 産 の 部 計

【 固 定 資 産 】

（ 有 形 固 定 資 産 ）

（ 無 形 固 定 資 産 ）

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

資　 　産　 　の 　　部　 　計

貸　　借　　対　　照　　表

令和8年3月31日現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　　　　　　目 科　　　　　　　　目
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円 円

217,029,796

64,656,411

91,630,671

53,409,200

7,333,514

191,483,869

53,656,413

85,297,490

48,087,620

4,442,346

　　　　　　　　　　　 25,545,927

　【販売費及び一般管理費】 23,117,286

　　　　　　　　　　　 2,428,641

347,223

233,411

113,812

1

1

　　　　　　　　　　　 2,775,863

　 2,775,863

　　　　　　　　　　　　　　 976,625

　　　　　　　　　　　　 1,799,238

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税及び住民税等

当 期 純 利 益

　【営　業　外　収　益】

受 取 利 息

雑 収 入

　【営　業　外　費　用】

固 定 資 産 除 却 損

経　　常　　利　　益

営　　業　　利　益

　【売　　　　上　　　　高】

ビ ル 管 理 収 入

不 動 産 運 営 収 入

駐 車 駐 輪 場 収 入

受 託 料 そ の 他 の 収 入

　【売　　上　　原　　価】

管 理 委 託 費

不 動 産 運 営 費

駐 車 駐 輪 場 運 営 費

受 託 事 業 原 価 等

売　上　総　利　益

損　　益　　計　　算　　書

　令和　7年　4月　1日から

　令和　8年　3月31日まで

科　　　　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額
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（単位：円）

剰 余 金 の 配 当

任 意 積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益

（単位：　円）

剰 余 金 の 配 当

任 意 積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益

（単位：　円）

0 427,858,196

剰 余 金 の 配 当 0

任 意 積 立 金 の 積 立 0

当 期 純 利 益 1,799,238

0 1,799,238

0 429,657,434当 期 末 残 高 429,657,434 0 0

1,799,238 0

当 期 変 動 額 合 計 1,799,238 0 0

0 0

0 0

当 期 首 残 高 427,858,196 0 0

当 期 変 動 額

株　主　資　本
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価差額等合計

当 期 変 動 額 合 計 0 0 1,799,238 1,799,238

当 期 末 残 高 0 0 29,657,434 29,657,434

0

1,799,238 1,799,238

当 期 変 動 額

0

利益剰余金合計
任 意 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 0 0 27,858,196 27,858,196

当 期 末 残 高 400,000,000 0 0 0

株　　　主　　　資　　　本

利　　益　　剰　　余　　金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

0

当 期 変 動 額 合 計 0 0 0 0

0

0

当 期 首 残 高 400,000,000 0 0 0

当 期 変 動 額

株主資本等変動計算書

自　令和 7年 4月 1日

至　令和 8年 3月31日

株　　　主　　　資　　　本

資　本　金

資　 本 　剰 　余 　金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
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個 別 注 記 表 
令和７年４月 １日から 
令和８年３月３１日まで 

 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 
貯蔵品・・・・・・・・最終仕入原価法を採用しております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産・・・・・・定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 
賞与引当金・・・・従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見

込額のうち当事業年度末までに発生していると認められる

額を計上しております。 
退職給付引当金・・従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己

都合による当期末要支給額を計上しております。 
（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

消費税等の会計処理方法 
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

      
２．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末日における発行済株式の総数  ８，０００株 
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報告第２２号 

令和７年度河内長野都市開発株式会社の事業並びに決算の報

告について 

 令和７年度の河内長野都市開発株式会社の事業並びに決算について、地

方自治法第２４３条の３第２項の規定により報告する。 

  令和８年９月１日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 
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令和 ７年 ４月 １日から 
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事 業 報 告 

令和7年４月 １日から 

令和8年３月３１日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

  ①全般の環境及び状況 

    令和７年度の我が国経済は、賃上げ率が２年連続で５％を上回るなど、「デフレ・コ

ストカット型経済」から、その先にある新たな「成長型経済」に移行する段階まで来

ました。 足元の景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に見られる

ものの、緩やかに回復しています。しかし、潜在成長力は伸び悩み、賃金の伸びは物

価上昇に追いつかず、食料品を中心とした物価上昇により、個人消費は力強さを欠い

ています。 

こうした現状に対し、まずは、生活の安全保障・物価高への対応、危機管理投資・

成長投資による「強い経済」の実現、防衛力と外交力の強化を３つの柱とする「強い

経済を実現する総合経済対策」（令和７年 11 月 21 日閣議決定）を策定しました。そ

の裏付けとなる令和７年度補正予算（令和７年12月16日成立）を迅速かつ着実に執

行し、総合経済対策の効果を広く波及させていくとしています。（「令和８年度の経済

見通しと経済財政運営の基本的態度」より抜粋） 

    また、内閣府より発表された月例経済報告（令和８年３月）では、景気は、緩やか

に回復していますが、先行きについては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が

緩やかな回復を支えることが期待されるものの、中東情勢の影響を注視する必要があ

ります。また、金融資本市場の変動の影響や米国の通商政策をめぐる動向などに注意

する必要があるとしています。 

２０２５年（暦年）の既存ショッピングセンターの売上高は、インバウンド客の来

館増や、猛暑による暑さ対策商品の高稼働、１０月後半の気温低下による秋冬物商材

の稼働などにより、いずれの月も前年同月を上回る伸長率となりました。（日本ＳＣ

協会発表より抜粋） 

   「ノバティながの」は、当年度、３８年目を迎えました。現在「ノバティながの」

を取り巻く環境は、人口減少・少子高齢化や施設そのものの物理的な劣化、近隣市で

の大規模ショッピングセンターの開業、南海バスの減便なども加わり、非常に厳しい

状況となっています。 

    そのような中ではありますが、「ノバティながの」が将来に渡って地域の皆様に愛さ

れ、中心市街地の核施設として持続的繁栄を維持するため、各区分所有者や河内長野

市など関係者との連携・協力を図りながら、魅力ある商業施設の再構築に努め地域の

活性化に寄与してまいります。 
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    この様な中、第３８期の期中におきましても、「ノバティながの」の活性化と持続的

繁栄に向けて、円滑な事業運営に努めた結果、当社の第３８期売上高は、２０２，８

８９千円、前期比９６．２％となりました。 

また、利益につきましては、営業利益は１，８３１千円、経常利益は１，９７９千

円となりましたが、南館大規模修繕工事の実施により、当期純損失４３，２２６千円

となりました。 

 

【売上状況】 

売 上 科 目 金   額 前 期 比 

不動産運営収入 ８９，８９７千円 ８９．４％  

駐車駐輪場収入 １０８，３１０千円 １０２．２％  

受託料その他収入 ４，６８１千円 １０５．７％  

合   計 ２０２，８８９千円 ９６．２％  

   

  ②不動産賃貸借及び管理運営事業  

    不動産賃貸借及び管理運営事業は、区分所有者からのサブリース床と当社所有及び

管理床の賃貸借などで構成されております。不動産運営収入は、当社の赤字要因の一

つとして、長年の課題となっていた一部の区分所有者との賃貸借契約を解消したこと

により、前期に比べ１０，５９４千円減の８９，８９７千円となりました。 

    令和８年３月末で、当社所有の空床は１区画のみとなっていますが、北館全体では

多くの空床が存在しています。それらの空床の解消を図るための各区分所有者との協

議、調整等に積極的に取り組み、「ノバティながの」全体の活性化につながるような

取り組みを推進してまいります。 

    また、施設の老朽化等に対応するため、管理組合とともに、その対応策の検討など

に積極的に参画してまいります。 

 

  ③駐車場及び駐輪場管理運営事業 

    駐車場収入は、入店営業者、周辺営業者等の収入や、学校、企業等の送迎利用収入、

及び一般利用や施設利用の駐車時間超過による現金収入などで構成されています。 

    当期の駐車場利用台数は、５２０，０５１台で前期と比較すると２．１％減となっ

ており、コロナ禍前の令和元年度と比較すると８．０％減少しています。駐車場収入

は、１０５，８６５千円で前期と比較すると２．１％増加していますが、コロナ禍前

の令和元年度と比較すると１１．０％減少しています。特に駐車場の場内現金売上は

４１，５６６千円で、コロナ禍前と比較すると１１．２％減少しています。 

    また、当社が管理している駐輪場の収容台数は、全体では２０８台（原付バイク等

含む）で、当期の利用台数は１５３，８４９台で前期と比較すると２．９％増となっ

ており、コロナ禍前の令和元年度と比較すると７．８％減少しています。月極等を含
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入店営業者負担 現金売上 駐車券利用等

めた駐輪場収入は２，４４６千円で、前期と比較すると９．６％増加しており、コロ

ナ禍前の令和元年度と比較しても１．３％増加しています。 

    

【駐車場利用状況】 

駐車場区分（利用可能台数） 年間利用台数 １日平均利用台数 

第１駐車場 (186台) ２０９，０２４台  ５７２台   

第２駐車場 (167台) ２５６，０３３台  ７０１台  

第３駐車場 ( 46台) ５４，９９４台  １５０台  

合  計   (399台) 

（対前期比） 

５２０，０５１台  

（９７．９％） 

１，４２４台  

 

 

 

 

 

 

 39% 

  

  

  

 

 

④ 受託料その他収入 

イ．エレベーター監視業務 

   河内長野市から、河内長野駅舎と同駅前広場とのアプローチ対策として設置され

たエレベーターの監視業務を受託し、安全かつ適正に履行しました。 

ロ．清掃及び開錠・施錠業務 

河内長野市から、南館３階専用部（ノバティホール）の清掃及び開錠・施錠業務 

と、北館５階専用部（あいっく）の清掃及び施錠業務を受託し、安全かつ適正に履 

行しました。 

ハ．その他収入 

第２駐車場及び第３駐車場に自動販売機を設置し「ノバティながの」への来館者、

駐車場利用者等への利便性の向上を図っています。 

（２）設備投資の状況 

  当期における設備投資の主なものは、共用施設として管理組合にて実施された当社負担

分として、南館自動火災報知設備工事及び非常放送設備取替工事（２５，１０９千円）で

す。 
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（百万円） 
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（３）資金調達の状況 

  当期における資金調達に関しては、特記すべき事項はありません。 

 

（４）対処すべき課題（令和８年３月３１日現在） 

①ノバティながの北館の空床解消の取り組みについて 

現在一部の区分所有者と、北館の空床解消に向けて、共同テナントリーシングを実

施する方向で調整しています。他の区分所有者についても空床となっている区画が存

在するため、将来的にはそれらの各区分所有者とも共同でのテナントリーシングを推

進していきたいと考えており、空床の解消を図るとともに、引き続き「ノバティなが

の」全体の活性化につながるよう取り組みを進めてまいります。 

  ②駐車場の今後のあり方等の検討 

    昨今の駐車場管理コストの上昇や、駐車場設備の更新の必要性が高まっていること

に鑑み、河内長野市や区分所有者などと駐車場の今後のあり方、利用料金の見直し、

設備更新などの検討を行ってまいります。 

 

（５）財産及び損益の状況の推移 

経営指標                       （単位：百万円） 

項  目 第３２期 第３５期 第３６期 第３７期 第３８期 

売上高 ２３２ ２０７ ２０８ ２１０ ２０２ 

経常利益 ２０ －０ －３ ０ １ 

当期純利益 １０ －１ －４ －１ －４３ 

１株当たりの 

当期純利益 
1,721円 －１９９円 －８０６円 －２８７円 －7,947円 

総資産 ８３２ ８１６ ８１２ ８１９ ７７８ 

純資産 ７３５ ７２９ ７２４ ７２３ ６８０ 

           （参考） 

 

 

  

 

  

 

  

  

 

   

  

（百万円） 売上高の推移 経常利益の推移 
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（６）重要な親会社及び子会社の状況 

  ①親会社との関係 

   該当事項はありません。 

  ②子会社との関係 

   該当事項はありません。 

 

（７）主要な事業内容 

                         （令和８年３月３１日現在） 
 

 

 

 

 

（８）主要な事業所 

本社  大阪府河内長野市本町２４番１号（令和８年３月３１日現在） 

 

 

（９）使用人の状況 

（令和８年３月３１日現在） 

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

５人 ０人 ５６．０歳 ８．５年 

 

（注）１．上記には、嘱託社員２人、臨時社員２人を含めております。 

２．使用人数には、使用人兼務取締役１名を含めておりません。 

 

（１０）主要な借入先（令和８年３月３１日現在） 

     当期における借入金残高はありません。 

（円） 当期純利益の推移 

１．不動産の賃貸、管理、運営 

２．駐車場及び駐輪場の経営、管理運営 

３．公共施設の管理運営に関する受託業務 

１株当たりの当期純利益の推移 
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２．会社の役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等 

                            （令和８年３月３１日現在） 

氏 名 役 職 担当及び重要な兼職の状況 

西口 栄一 代表取締役 
社長 

河内長野市副市長 

大林 巌 取締役 事業部長 

西田 修 取締役 一級建築士 

坂ノ上 洋 取締役  河内長野市都市サステナ部長 

武田 宗久 監査役 公認会計士 

（注）１．当該事業年度中の取締役及び監査役の異動は、次のとおりであります。 

（１）令和７年６月２６日開催の第３７期定時株主総会終結をもって、 桝井繁 

春氏、梶谷泰嗣氏、早川和志氏は、退任いたしました。 

（２）令和７年６月２６日開催の第３７期定時株主総会において、西田修氏が

取締役に選任（重任）され、西口栄一氏、大林巌氏、坂ノ上洋氏が新た

に取締役に選任され、就任いたしました。 

（３）令和７年６月２６日開催の第１９５回の取締役会において、西口栄一氏 

が代表取締役に選任されました。 

（４）令和７年６月２６日開催の第３７期定時株主総会において、武田宗久氏 

が監査役に選任（重任）され、就任いたしました。 

２．取締役西田修氏及び坂ノ上洋氏は、社外取締役であります。 

   ３．監査役 武田宗久氏は、社外監査役であります。 

同氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度 

の知見を有するものであります。 

 

 

（２）取締役及び監査役の報酬等の額 

区     分 支 給 人 員 支  給  額 

取  締  役 ２人 ６９０千円 

監  査  役 １人 ５００千円 

合     計 ３人 １，１９０千円 

 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役１名の使用人分給与等４，８００千円 

は含まれておりません。 

２．取締役の報酬限度額は、平成１９年６月１９日開催の第１９期定時株主総会に 

おける決議により、年額８,０００千円以内と定められています。 
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３．監査役の報酬限度額は、平成１９年６月１９日開催の第１９期定時株主総会に 

おける決議により、年額５００千円以内と定められています。 

４．期末現在の取締役は４名、監査役は１名であります。 

 

３．会社の株式に関する事項 

（１）発行済株式の総数 

５，４３９株（自己株式６０１株を除く。） 

 

（２）株主 

   ３４名 

 

（３）上位１２名の株主 

                            （令和８年３月３１日現在） 

株  主  名 持 株 数 持株比率 

河内長野市 ２,０３０株 ３７．３％ 

南海電気鉄道株式会社 ８００株 １４．７％ 

河内長野ガス株式会社 ３００株 ５．５％ 

損害保険ジャパン株式会社 ２８０株 ５．１％ 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 ２７０株 ５．０％ 

株式会社三井住友銀行 ２４０株 ４．４％ 

株式会社南都銀行 ２４０株 ４．４％ 

日本生命保険相互会社 ２００株 ３．７％ 

三信株式会社 ２００株 ３．７％ 

三井住友海上火災保険株式会社 １２０株 ２．２％ 

あいおいニッセイ同和損害保険 

株式会社 

１２０株 ２．２％ 

共栄火災海上保険株式会社 １２０株 ２．２％ 
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金　　額

円 円

24,667,085 35,602,605

現 金 及 び 預 金 7,857,610 未 払 金 16,965,634

未 収 入 金 9,663,654 前 受 金 1,431,491

立 替 金 36,505 預 り 金 14,481,640

貯 蔵 品 2,775,816 未 払 法 人 税 等 1,244,800

未 収 還 付 法 人 税 等 132,300 賞 与 引 当 金 163,000

未 収 還 付 消 費 税 等 4,201,200 リ ー ス 債 務 1,316,040

753,588,094

620,614,180 62,458,790

建 物 83,233,361 受 入 敷 金 58,653,441

建 物 附 属 設 備 68,534,472 退 職 給 付 引 当 金 624,919

構 築 物 1,774,294 長 期 リ ー ス 債 務 3,180,430

機 械 装 置 1,322,907 98,061,395

車 両 運 搬 具 1

什 器 備 品 1,080,648 680,193,784

土 地 460,580,797 資 本 金 302,000,000

リ ー ス 資 産 4,087,700 利 益 剰 余 金 378,243,784

5 そ の 他 利 益 剰 余 金 378,243,784

電 話 加 入 権 5 修 繕 積 立 金 80,000,000

132,973,909 別 途 積 立 金 100,000,000

差 入 敷 金 20,367,785 繰 越 利 益 剰 余 金 198,243,784

長 期 前 払 費 用 112,606,124 （ う ち 当 期 純 損 失 ） ( 43,226,463 )

自 己 株 式 -50,000

680,193,784

778,255,179 778,255,179資 産 の 部 計 負 債 ・ 純 資 産 の 部 計

( 有 形 固 定 資 産 ）

【 固 定 資 産 】

( 無 形 固 定 資 産 ）

【 固 定 負 債 】

負 債 の 部 計

純　　資　　産　　の　　部

【 株 主 資 本 】

純 資 産 の 部 計

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

貸  　借　  対　  照　  表

令和８年3月31日現在

資   産   の   部 負　　債　　の　　部

科　　　目 科　　目 金　　額
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　　　　　　(単位：円）

自　令和 7年 4月  1日

至　令和 8年 3月31日

円

不 動 産 運 営 収 入 89,897,273

駐 車 駐 輪 場 収 入 108,310,677

受 託 事 業 収 入 4,681,853 202,889,803

不 動 産 運 営 費 98,929,476

駐 車 駐 輪 場 運 営 費 70,343,309

受 託 事 業 原 価 等 3,285,520 172,558,305

30,331,498

【販売費及び一般管理費】 28,499,720

1,831,778

【営 　 業 　外 　 収 　 益】

受 取 利 息 27,494

受 取 保 険 金 48,070

雑 収 入 72,381 147,945

【営　  業　 外　  費　  用】

雑 損 失 431 431

1,979,292

【特　　別　　損　　失】

固 定 資 産 除 却 損 5,995,932

大 規 模 修 繕 費 38,753,620 44,749,552

42,770,260

456,203

43,226,463

営    業    利　益

経   常    利　益

税引前当期純損失

法人税及び住民税等

当  期   純  損　失

売  上   総  利  益

損　　益　　計　　算　　書

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

【売　　      上　　       高】

【売　    上　    原　    価】
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自
至

当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

-43,226,463

当 期 末 残 高 -50,000 680,193,784 0 0 680,193,784

-43,226,463 -43,226,463

当 期 変 動 額 合 計 -43,226,463

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高 -50,000 723,420,247 0 0 723,420,247

（単位：　　円）

株　　主　　資　　本 評　価　・　換　算　差　額　等

純 資 産 合 計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
 評 価 差 額 金

評価差額等合計

-43,226,463

当 期 末 残 高 0 80,000,000 100,000,000 198,243,784 378,243,784

-43,226,463 -43,226,463

当 期 変 動 額 合 計 -43,226,463

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高 0 80,000,000 100,000,000 241,470,247 421,470,247

株　　主　　資　　本

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
修繕積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 末 残 高 302,000,000 0 0 0

（単位：　　円）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 首 残 高 302,000,000 0 0 0

当 期 変 動 額

（単位：　　円）

株　　　主　　　資　　　本

資　　本　　金
資　　本　　剰　　余　　金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

株主資本等変動計算書

令和 7年 4月 1日
令和 8年 3月 31日
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個 別 注 記 表 

自 令和 7年 4月 1 日 
至 令和 8年 3月 31 日 

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品         最終仕入原価法により評価しています。 
 

 (2) 固定資産の減価償却方法 
    有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しています。 
但し、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物並びに平成 28

年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物の償却方

法は、定額法によっています。 
    無形固定資産      定額法を採用しています。 
                                なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における 

利用可能期間（5年）に基づく定額法によっています。 
    リース資産 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
                リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しています。 
                なお、重要性が乏しいと認められるリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていま

す。 
 

 (3) 引当金の計上基準 
   退職給付引当金      従業員の退職給付にあてるため､退職金規程にもとづく 

自己都合期末要支給額を計上しています。 
   賞与引当金  従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分 

を計上しています。 
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（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
   リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引のうち、重要性が乏しいと認め

られるリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっています。なお、未経過リース料総

額は、1,151,160 円です。 
   

 消費税等の会計処理     税抜方式によっています。 
  
2. 株主資本等変動計算書に関する注記 
  （1）当事業年度の末日における発行済株式の総数          6,040 株 
    (2) 当事業年度の末日における自己株式の数            601 株 
 

                  
3.その他の注記 

 有形固定資産の減価償却累計額              578,608,226 円  
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報告第２３号 

令和７年度三日市町駅整備株式会社の事業並びに決算の報告

について 

 令和７年度の三日市町駅整備株式会社の事業並びに決算について、地方

自治法第２４３条の３第２項の規定により報告する。 

  令和８年９月１日提出 

                    河内長野市長 西野 修平    
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2026 年 5月 18 日 

三日市町駅整備株式会社 

取締役社長  上田 典生 殿 

監 査 役  吉川 真史 

 

監 査 報 告 書 

 

２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの第２２期事業年度の取締役の職務の執

行に関して、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

私は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状

況を調査いたしました。 

 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。 

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類(貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討い

たしました。 

 

２．監査の結果 

(1)  事業報告等の監査結果 

一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。  

二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。 

 

(2)  計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において、 

適正に表示しているものと認めます。 

 

以 上 
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事 業 報 告

三日市町駅整備株式会社

第 ２２ 期　　（２０２５年度）

２０２５年４月　１日から

２０２６年３月３１日まで
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(1) 事業の経過及びその成果

(2) 対 処 す べ き 課 題

（単位：円）

 親会社との関係

大阪府河内長野市三日市町1125番地

(当期)第 ２２ 期

△305円71銭

　特にございません。

△245円39銭

2024年度
区                 分

第 ２０ 期 第 ２１ 期

16,344,504

△ 49,079

16,639,602

227,752,331

売 上 高

2022年度

第 １９ 期

１株当たり当期純利益

△ 64,397

１. 会 社 の 現 況 に 関 す る 事 項

(3) 財 産 及び損 益 の 状 況 の 推 移

17,398,931

△ 61,142

17,765,589

２０２５年度は鉄道駅総合改善事業整備施設及びホーム施設等の南海電気鉄道

で１６，３２１，８０４円を計上しており、その結果、営業利益は２２，７００円（前期比3.7％増）

株式会社への賃貸事業を行い、売上高として１６，３４４，５０４円を計上しております。

2023年度

一方、売上原価・販売費及び一般管理費は整備施設の減価償却費及び事務委託費等

これに営業外収益を加算した経常利益は３９，０９４円（前期比47.1％増）、法人税等

2025年度

となりました。

を控除した当期純損失は４９，０７９円となりました。

　当社は同社に対して、三日市町駅における鉄道駅総合改善事業整備施設の賃貸を
行っております。

△321円98銭

当 期 純 利 益

7,492,808純 資 産 7,600,3807,661,522

187,117,419213,650,930 200,216,712

7,541,887

(4) 重 要 な 親 会 社 の 状 況

　当社の親会社は南海電気鉄道株式会社で、同社は当社の株式を１２０株（出資比率
６０％）所有いたしております。

△ 58,493

△292円46銭

総 資 産

本 店

(5) 主 要 な 事 業 内 容

当社の主要な事業は以下のとおりであります。

三日市町駅における鉄道施設の建設及びその施設の貸付

(6) 主 要 な 営 業 所
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２００ 株

２　名

(注)　 ２０２５年６月５日、取締役 中橋　栄一、同 窪田　勇輝、同 藤田　晃正は退任し、

監査役 戸川　雅之は辞任いたしました。

同日、新たに坂ノ上　洋、上村　悠、廣島　純也は取締役に、

吉川　真史は監査役に就任いたしました。

吉 川 真 史 監 査 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役坂 ノ 上 洋

上 村 悠

廣 島 純 也

取 締 役 社 長

氏　　　　　名 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等

(2) 株 主 数

地位及び担当

上 田 典 生
代 表 取 締 役

２. 会 社 の 株 式 に 関 す る 事 項

持 　株　 数

　　取 締 役 及び 監 査 役 の 氏 名 等

　南海電気鉄道株式会社

８０ 株

(3) 大 株 主

株　　　　主　　　　名

３. 会 社 役 員 に 関 す る 事 項

　河内長野市

(1) 発 行 済 株 式 の 総 数

１２０ 株
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計 算 書 類

三日市町駅整備株式会社

第 ２２ 期　　（２０２５年度）

２０２５年４月　１日から

２０２６年３月３１日まで
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（単位：円）

8,287,938 795,130

8,287,938 85,700

709,430

178,829,481 178,829,481

178,829,481 178,829,481

154,106,873

5,307,709 179,624,611

19,414,895

1

3 7,492,808

10,000,000

△ 2,507,192

△ 2,507,192

△ 2,507,192

7,492,808

187,117,419 187,117,419

有 形 固 定 資 産 長 期 前 受 金

建 物

建 物 附 属 設 備 負 債 合 計

未 払 消 費 税 等

固 定 資 産 固 定 負 債

貸　　借　　対　　照　　表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（２０２６年３月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

預 金 未 払 法 人 税 等

構 築 物

機 械 装 置 （ 純 資 産 の 部 ）

工 具 器 具 備 品 株 主 資 本

繰越利益剰余金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金
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（単位：円）

16,344,504 16,344,504

14,444,504 14,444,504

1,900,000

1,877,300

22,700

16,154

240 16,394

39,094

39,094

88,173

49,079

売 上 高

賃 貸 収 入

売 上 原 価

賃 貸 原 価

損　　益　　計　　算　　書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで）

科 目 金 額

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

雑 収 入

経 常 利 益

法人税､住民税及び事業税

当 期 純 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
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（単位：円）

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

10,000,000 △ 2,458,113 7,541,887

当 期 純 利 益 △ 49,079 △ 49,079

－　　 △ 49,079 △ 49,079

10,000,000 △ 2,507,192 7,492,808当 期 末 残 高

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日まで）

株 主 資 本

株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

資 本 金
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1.

2.

3.

1.

株普 通 株 式 200

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における発行済株式の総数

定 額 法

定 率 法建物本体以外

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

工事負担金等の会計処理

　鉄道駅総合改善事業における三日市町駅の鉄道施設の建設を行うに当たり、地方公共団体等
より工事費の一部として工事負担金等を受領した場合には、工事完成時に当該工事負担金等を
取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。

個 別 注 記 表

有 形 固 定 資 産

建 物 本 体

固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
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認定第１号 

令和７年度河内長野市一般会計歳入歳出決算認定について 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度河内長野市一般

会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて本市議会の認定に付す

る。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-111-



 

認定第２号 

令和７年度河内長野市国民健康保険事業勘定特別会計歳入歳

出決算認定について 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度河内長野市国民

健康保険事業勘定特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて

本市議会の認定に付する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  
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認定第３号 

令和７年度河内長野市土地取得特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度河内長野市土地

取得特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて本市議会の認

定に付する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  
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認定第４号 

令和７年度河内長野市部落有財産特別会計歳入歳出決算認定

について 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度河内長野市部落

有財産特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて本市議会の

認定に付する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  
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認定第５号 

令和７年度河内長野市介護保険特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度河内長野市介護

保険特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて本市議会の認

定に付する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  
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認定第６号 

令和７年度河内長野市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

認定について 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和７年度河内長野市後期

高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、別紙監査委員の意見を付けて本市議

会の認定に付する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  
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認定第７号 

令和７年度河内長野市水道事業決算認定について 

 地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和７年度河内長野市水

道事業決算を、別紙監査委員の意見を付けて本市議会の認定に付する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 
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認定第８号 

令和７年度河内長野市下水道事業決算認定について 

 地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和７年度河内長野市下

水道事業決算を、別紙監査委員の意見を付けて本市議会の認定に付する。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 
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議案第５６号 

   河内長野市教育委員会委員の任命について 

 河内長野市教育委員会委員に次の者を任命したいので、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、本市議会の同意を

求める。 

  令和８年９月１日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

 

 

 

 

住  所   

    氏  名   

    生年月日   
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議案第５７号 

河内長野市消費生活センター条例の改正について 

河内長野市消費生活センター条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市消費生活センター条例の一部を改正する条例 

河内長野市消費生活センター条例（平成２８年河内長野市条例第４号）

の一部を次のように改正する。 

 第４条中「午後５時３０分」を「午後５時」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 
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議案第５８号 

  河内長野市職員の特殊勤務手当条例の改正について 

河内長野市職員の特殊勤務手当条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

 令和８年９月１日提出 

                    河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市職員の特殊勤務手当条例の一部を改正する条例 

河内長野市職員の特殊勤務手当条例（平成１２年河内長野市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

別表災害応急作業等手当の項中「２，１６０円」を「２，８８０円」に

改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の河内長野

市職員の特殊勤務手当条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、

令和８年４月１日から適用する。 

（手当の内払） 

２ 改正後の条例の規定を適用する場合には、この条例による改正前の河
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内長野市職員の特殊勤務手当条例の規定に基づいて支給された特殊勤務

手当は、改正後の条例の規定による特殊勤務手当の内払とみなす。 
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議案第５９号 

河内長野市市税条例の改正について 

河内長野市市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和８年９月１日提出 

   河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市市税条例の一部を改正する条例 

河内長野市市税条例（昭和５９年河内長野市条例第３４号）の一部を次

のように改正する。 

第２４条第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項

又は第４項」に改める。 

第２７条第１項ただし書中「及び第２８条の３第１項」を「並びに第２

８条の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

 第２８条の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号にお

いて同じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項

中「次条第４項」を「次条第５項」に改める。 

 第２８条の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、

公的年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の
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提出の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において

「公的年金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）

から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該

公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1) 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書

を提出しなければならない者 

(2) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の

適用を受けるものを除く。）の支払を受ける第１２条第１項第１号に

掲げる者であって、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額

が９００万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。次号

及び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第４６条に規定する退

職手当等に限る。以下この号において同じ。）に係る所得を有する者

に限る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族

であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親

族（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５

万円以下であるものに限る。）を有する者 

(3) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の

適用を受けるものに限る。）の支払を受ける第１２条第１項第１号に

掲げる者（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年

最初に当該公的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況において

令第４８条の９の７の３に定める金額に満たない者を除く。）であっ
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て、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若し

くは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族に限る。）

若しくは特定親族（合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）

を有する者 

 第２８条の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６

項とし、同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」

に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２

項中「前項」を「第１項」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による

申告書に」を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第３１７条の３

の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による

申告書を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次

の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 公的年金等支払者の名称 

(2) 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特

別障害者又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当

する事実並びに寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 

(3) 特定配偶者の氏名 

(4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(5) その他施行規則で定める事項 

 第６３条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２

００，０００円」を削り、「１，５００，０００円」を「１，８００，００

０円」に改める。 
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 第１１４条第１項中「都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条」

を「都市計画法第５条」に改める。 

 附則第４条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

 附則第５条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和

７年」を「令和１２年」に改める。 

 附則第５条の４中「又は附則第２１条の６第１項」を「、附則第２１条

の３第１項又は附則第２１条の６第１項」に、「附則第５条の６第２項」を

「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める。 

 附則第５条の４の２第１項及び第５条の４の５中「附則第５条の３の２

第１項」を「附則第５条の３第１項」に改める。 

 附則第５条の６中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３

第３項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加

える。 

 附則第６条の３第３項から第６項までの規定中「２分の１」を「３分の

１」に改め、同条第７項中「１４分の１１」を「２分の１」に改め、同条

第８項及び第９項中「１２分の７」を「２分の１」に改める。 

 附則第１８条第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の

２第６項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２

項」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得

割の納税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第

１５号までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるそ

の譲渡をした土地等がその譲渡をした時において地すべり等防止法（昭
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和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の

崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条

第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項

の土砂災害特別警戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年

法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当

該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のための

譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみな

す。 

 附則第２１条の３を次のように改める。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２１条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法

第３８条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する

場合には、当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第１７条第

１項及び第２項並びに第２０条の規定にかかわらず、他の所得と区分し、

前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として

令附則第１８条の６の４で定めるところにより計算した金額（以下この

項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、

特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される第１９条の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００分の

３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 
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(1) 第１９条の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるの

は、「総所得金額、附則第２１条の３第１項に規定する特定暗号資産

に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(2) 第２３条から第２４条の２まで、第２４条の３第１項、附則第５条

第１項及び附則第５条の３第１項の規定の適用については、第２３条

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２１条の３第１

項の規定による市民税の所得割の額」と、第２４条第１項前段、第２

４条の２、第２４条の３第１項、附則第５条第１項及び附則第５条の

３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２１

条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第２４条第１項

後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２１条の３

第１項の規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

(3) 第２５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は附則第２１条の３第１項に規定

する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得

金額」とあるのは「、山林所得金額若しくは附則第２１条の３第１項

に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(4) 附則第３条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２１条の３第１項に規定する

特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２１条の３第１項の規定に

よる市民税の所得割の額」とする。 

   附 則 
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 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第２７条第１項ただし書、第２８条の２及び第２８条の３の改正規

定並びに附則第４条の改正規定及び附則第５条の３第１項の改正規

定並びに次条第１項及び第２項の規定 令和９年１月１日 

 (2) 第６３条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 

(3) 第２４条第２項の改正規定並びに附則第５条の４の改正規定（「附

則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改め

る部分に限る。）、附則第５条の６の改正規定及び附則第１８条の改正

規定並びに次条第４項の規定 令和１０年１月１日 

 (4) 附則第５条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附

則第２１条の３の改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定 金融

商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８

年法律第６４号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の河内長野市市税条例（以下「新条例」と

いう。）第２８条の３第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げる

規定の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する

新条例第２８条の３第１項の規定による申告書について適用し、同日前

に支払を受けるべき公的年金等について提出したこの条例による改正

前の河内長野市市税条例第２８条の３第１項の規定による申告書につ

いては、なお従前の例による。 
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２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の河内長野市市税条例附則第５

条の３第１項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年１月１

日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以

下この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による

改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項に

規定する居住用家屋（同条第１６項の規定により同条第１項に規定する

居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特例居住用家屋を含

む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に規定

する既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及び

同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされ

る同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等

をした家屋（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する増改築等

をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特例増改築等をした

家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る。）

又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同条

第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定する特

例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居

住の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同

日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法

第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定により同条

第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特

例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第３５項の規定により

同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する
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要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等

に係る部分に限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第

２１項の規定により同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる

同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定め

るところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従前の

例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の河内長野市市税条例附則第５

条の４の規定は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項

において「４号施行日」という。）の属する年度の翌年度以後の年度分

の個人の市民税について適用し、４号施行日の属する年度分までの個人

の市民税については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１８条第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が

前条第３号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第１８条第

１項の土地等の譲渡について適用する。 

５ 新条例附則第２１条の３の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度

以後の年度分の個人の市民税について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税

について適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。 
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議案第６０号 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の改正について 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年河内長野市条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

目次中「第５１条・第５２条」を「第５１条～第５２条」に改める。 

第２条第６号中「小規模保育事業」を「満３歳未満等小規模保育事業」

に改め、「規定する小規模保育事業」の次に「（同項第３号に掲げる事業

を除く。）」を加え、同号の次に次の１号を加える。 

(6)の２ 満３歳以上限定小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０

項に規定する小規模保育事業（同項第３号に掲げる事業に限る。）を
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いう。 

第２条第１１号の次に次の３号を加える。 

(11)の２ 教育認定子ども 法第２７条第１項に規定する教育認定子ど

もをいう。 

(11)の３ 満３歳以上保育認定子ども 法第２７条第１項に規定する満

３歳以上保育認定子どもをいう。 

(11)の４ 保育認定子ども 法第２９条第２項に規定する保育認定子ど

もをいう。 

第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同条第

２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども又は満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。）」に改める。 

第７条第２項中「法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「保育認定子ども」に改め

る。 

第９条第１項中「当該申請」を「教育・保育給付認定の申請」に改める。 

第１３条第４項第３号ア（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」

に改め、同号ア（イ）中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」

に改め、同号イ（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同
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号イ（イ）中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改める。 

第１５条第１項第１号中「この号及び次号において」を削る。 

 第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければな

らない」を「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送

信（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ

自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）

により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。 

第２５条中「幼稚園」を「学校教育法第１条に規定する幼稚園」に、「学

校教育法第２８条第２項」を「同法第２８条第２項」に改める。 

第２９条第１項中「第３９条第４項」を「第３９条第５項」に改める。 

第３５条第１項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第

２項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上

保育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同

号又は同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、「同

号」とあるのは「同条第２号」に、「第１３条第４項第３号イ（ア）中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「第

１３条第４項第３号イ（ア）中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定
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子ども」に、「同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども」を「同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定

子ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども」に改める。 

第３６条第１項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改

め、同条第２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「同

条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」

に、「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」

に、「第１３条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども」を「第１３条第４項第３号イ（ア）

中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、「同号イ（イ）

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」

を「同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以

上保育認定子ども」に改める。 

第３７条第２項を次のように改める。 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３歳以

上限定小規模保育事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）は、次

の各号に掲げる地域型保育事業の区分に応じ、当該地域型保育事業を行

う事業所ごとに、当該各号に定める利用定員を、満１歳に満たない小学
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校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもとに区分して定める

ものとする。 

(1) 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型保育

事業 法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 

(2) 事業所内保育事業 法第４３条第３項に規定する労働者等監護満３

歳未満小学校就学前子どもに係る利用定員及びその他の法第１９条第

３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 

第３７条に次の１項を加える。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員を定めるものとする。 

第３９条第２項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定

小規模保育事業者を除く。）」を、「この章」の次に「（第４３条第１項

を除く。）」を加え、「満３歳未満保育給付認定子ども」を「満３歳未満

保育認定子ども」に改め、同条第４項中「満３歳未満」を削り、同項を同

条第５項とし、同条第３項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第

４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上保育認定子ど

もの総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育
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を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、選考するものとする。 

第４０条第２項及び第４１条中「満３歳未満」を削る。 

第４２条第１項第１号中「満３歳未満」を削り、同項第３号中「特定地

域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。第

６項、第７項及び第１２項において同じ。）」を加え、「特定地域型保育

の提供を」を「特定地域型保育（満３歳以上限定小規模保育を除く。第６

項及び第１２項において同じ。）の提供を」に改め、「その他の」の次に

「法第１９条第３号に掲げる」を加え、「以下この号及び」を削り、同条

第７項中「、次に掲げるもの」を「次に掲げるもの」に改め、「２０人以

上のものに限る。）」の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う

事業所」を加え、「行う者」を「行う施設又は事業所」に改め、同条中第

１１項を第１２項とし、第８項から第１０項までを１項ずつ繰り下げ、第

７項の次に次の１項を加える。 

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、同項

第３号に係る連携協力を求めることを要しない。 

第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満

保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加える。 

第４６条中「重要事項に関する規程」の次に「（第５０条において準用

する第２３条において「運営規程」という。）」を加え、同条第７号中「第

３９条第２項」の次に「及び第３項」を加える。 

第４７条第１項及び第２項ただし書並びに第４９条第２項中「満３歳未
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満」を削る。 

第５０条中「満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認

定子ども」を「教育認定子ども」に改め、「、第１２条の見出し中「教育・

保育」とあるのは「地域型保育」と、第１４条の見出し中「施設型給付費」

とあるのは「地域型保育給付費」と」を削り、「同条第１項」を「第１４

条第１項」に、「地域型保育給付費」と読み替えるものとする」を「地域

型保育給付費」と、第２５条中「各号（幼保連携型認定こども園である特

定教育・保育施設の職員にあっては認定こども園法第２７条の２第１項各

号、学校教育法第１条に規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員

にあっては同法第２８条第２項において準用する認定こども園法第２７条

の２第１項各号）」とあるのは「各号」と読み替えるものとする」に改め

る。 

第５１条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（特別利用地域型

保育の基準）」を付し、同条第１項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満

３歳以上限定小規模保育事業者を除く。以下この条において同じ。）」を

加え、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第

１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」を「教育認定子ども」に、「次条第１項」を「第５２条第１項」

に、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第３項

中「いう。次条第３項」の次に「及び第５２条第３項」を加え、「前節（」

を「この章（第３７条第３項、第３９条第３項及び」に、「含む。次条第
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３項」を「含む。第５２条第３項」に改め、「以下この章」の次に「（第

４３条第１項を除く。）」を加え、「同号又は同条第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規

定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地

域型保育の対象となる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」を「教育認定子ども及び満

３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除き、第５２

条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当

該特定利用地域型保育の対象となる満３歳以上保育認定子どもを含む。）」

に、「同号に掲げる小学校就学前子ども」を「同号」に、「同号第３号に

掲げる小学校就学前子ども」を「法第１９条第３号」に改め、「第４３条

第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加え、「法第１９条

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

を「教育認定子ども」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

第５１条の２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者

に限る。以下この条において同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用

地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定する地域型保

育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る教育認定子ども及び特

定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上保育認定子どもの総

数が、第３７条第３項の規定により定められた利用定員の総数を超えな
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いものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を

提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型

保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、こ

の章（第３７条第２項、第３９条第２項及び第４０条第２項を除き、第

５０条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３

条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条ま

でを含む。）の規定を適用する。この場合において、第３９条第３項中

「第１９条第２号」とあるのは「第１９条第１号」と、「満３歳以上保

育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子

ども」と、「同号」とあるのは「法第１９条第２号」と、「教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決

定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針

等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・

保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別

利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げ

る額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前

項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費
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用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア

又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各

項」とあるのは「前３項」とする。 

第５２条第１項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定

小規模保育事業者を除く。以下この条において同じ。）」を加え、「法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１

９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「同条第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項」を「満

３歳未満保育認定子ども（第５１条第１項」に、「法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育

認定子ども」に改め、同条第３項中「前節」を「この章」に改め、「第４

３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認

定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加え、「法第１

９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「令第４条第１項第２号に規

定する満３歳以上保育認定子どもをいう」を「特定満３歳以上保育認定子

どもを除く」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定は、

公布の日から施行する。 
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（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第６条第３項の条例で定める

日） 

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第

６条第３項の条例で定める日は、この条例の公布の日とする。 
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議案第６１号 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の改正について 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和８年９月１日提出 

                    河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年河内長野市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号を次のように改める。 

(3) 幼児 法第４条第１項第２号に規定する幼児（満３歳に満たない者

に限り、法第６条の３第９項第２号、同条第１０項第２号、同条第１

１項第２号又は同条第１２項第２号の規定に基づき保育が必要と認め

られる児童であって満３歳以上のものについて保育を行う場合若しく

は同条第１０項第３号の規定に基づき保育を必要とする児童であって

満３歳以上のものについて保育を行う場合にあっては、当該児童を含
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む。）をいう。 

第６条第１項中「事項」の次に「（法第６条の３第１０項第３号に掲げ

る事業（以下「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行う事業者

（以下「満３歳以上限定小規模保育事業者」という。）にあっては、第１

号及び第２号に掲げる事項）」を加え、同項第３号中「家庭的保育事業者

等」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。第６項及び第７

項において同じ。）」を加え、同条第７項中「、次に掲げるもの」を「次

に掲げるもの」に改め、「２０人以上のものに限る。）」の次に「又は満

３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を加える。 

第１３条を次のように改める。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用

する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学

校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等

のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規

定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、

及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するた

め、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のう

ち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接す

るものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯

罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。 

第１８条第６号中「利用定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事

業者にあっては、満３歳以上の幼児の利用定員）」を加える。 
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第２７条中「小規模保育事業Ｂ型」の次に「（満３歳以上限定小規模保

育事業を除く。）」を、「小規模保育事業Ｃ型」の次に「（満３歳以上限

定小規模保育事業を除く。）」を加える。 

第２９条第２項第３号中「法第６条の３第１０項第２号」の次に「又は

第３号」を加え、同条第３項中「准看護師」の次に「（以下「看護師等」

という。）」を加え、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事

業所Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職

員（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大

学を除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科

若しくはこれに相当する過程を修めて卒業した者であって、個人及び集

団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認

められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する

者であって、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を

有するもののいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を

有する者（以下「特定理学療法士等」という。）を、１人に限り、保育

士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行う

に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（地域限定保育士及

び国家戦略特別区域限定保育士を含み、附則第７条又は第８条の規定に

より保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支援を

受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保
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育事業所Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

第３１条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事

業所Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなす

ことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（地域限定保育士及び国家戦略

特別区域限定保育士を含む。次項において同じ。）による支援を受ける

ことができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保

育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

第３２条中「、同条第４号中「次号並びに第３３条第４号及び第５号」

とあるのは「第３２条において準用する次号」と」を削る。 

第３５条中「第６条の３第１０項」を「第６条の３第１０項第１号」に

改める。 

第４４条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業
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所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（地域限定保育士

及び国家戦略特別区域限定保育士を含み、附則第７条又は第８条の規定

により保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支援

を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。 

第４７条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士（地域限定保育士

及び国家戦略特別区域限定保育士を含む。次項において同じ。）による

支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ
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ならない。 

第４８条中「第４８条において準用する第４号において同じ。）」と、

同条第４号中「次号並びに第３３条第４号及び第５号」とあるのは「第４

８条において準用する次号」を「第４号において同じ。）」に改める。 

附則第３条中「家庭的保育事業者等（」の次に「満３歳以上限定小規模

保育事業者及び」を加える。 

 附則第６条中「家庭的保育事業等」の次に「（満３歳以上限定小規模保

育事業を除く。）」を加える。 

 附則第９条を次のように改める。 

第９条 前２条の規定を適用する時は、保育士（地域限定保育士及び国家

戦略特別区域限定保育士を含み、第２９条第３項若しくは第４項若しく

は第４４条第３項若しくは第４項又は前２条の規定により保育士とみ

なされる者を除く。）を、前２条の規定の適用がないものとした場合の

第２９条第２項又は第４４条第２項により算定される保育士の数の３

分の２以上、置かなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定は公

布の日から、第１３条の改正規定は令和８年１２月２５日から施行する。 

（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第３条第４項の条例で定める 

日） 

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第

３条第４項の条例で定める日は、この条例の公布の日とする。 
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 （河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例の一部改正） 

３ 河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例（令和７年河内長野市条例第５２号）の一部を

次のように改正する。 

附則第３項中「前項」を「附則第２項（前項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。以下この項において同じ。）」に、「同項」を「附

則第２項」に改め、同項を附則第４項とし、附則第２項の次に次の１項

を加える。 

３ 令和１０年４月１日以後における前項の規定の適用については、同

項中「同条例第２９条第２項第３号、第３１条第２項第３号、第４４

条第２項第３号及び第４７条第２項第３号中「１５人」とあるのは「２

０人」と、同条例」とあるのは「同条例」と、「「３０人」とあるの

は「、「３０人」とする。 
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議案第６２号 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準 

を定める条例の改正について 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（令和７年河内長野市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第９条の見出し中「条件」を「要件」に改める。 

第１３条の見出し中「防止」を「禁止」に改め、同条の次に次の１条を

加える。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項におい

て準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴

力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等
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の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第

２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）

を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に

保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事

する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳

幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に

規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければな

らない。 

第２０条第３項中「。以下「認定こども園法」という。」を削る。 

第２７条中「その職員」を「その乳児等通園支援事業所の職員」に改め

る。 

附 則 

 この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。 
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議案第６３号 

河内長野市立福祉センター条例の改正について 

河内長野市立福祉センター条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

    令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立福祉センター条例の一部を改正する条例 

河内長野市立福祉センター条例（昭和５０年河内長野市条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 

第２条の３を削り、第２条の４を第２条の３とし、第２条の５から第２

条の７までを１条ずつ繰り上げる。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の河内長野市立福祉セ

ンター条例第２条の３の規定により指定管理者として指定を受けている

者に係る指定の条件については、その指定の期間が満了する日までの間、
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なお従前の例による。 
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議案第６４号 

   河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の

改正について 

 河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

  令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の

一部を改正する条例 

河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年

河内長野市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「第２４３条の２の８第８項」を「第２４３条の２の９第８項」

に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６５号 

（仮称）南花台中央公園整備工事請負変更契約の締結につい

て 

  （仮称）南花台中央公園整備工事請負契約について、次のとおり変更契

約を締結したいので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により、本市議会の議決を求める。 

    令和８年９月１日提出 

河内長野市長 西野 修平 

 

 

 

 

１ 契約目的 

  （仮称）南花台中央公園整備工事 

２ 契約内容 

(1)変更前 

  【Ａゾーン】スタジアム整備 一式 

   管理棟建築（鉄骨造地上１階、延床面積１，４８６平方メートル） 

   （事務室、多目的室、更衣室、シャワー室、医務・救護室、授乳室、 

   倉庫、男女トイレ、公衆・共用トイレ、バリアフリートイレ） 

   サッカーコート（天然芝・人工芝張り、サッカーゴール、散水設備） 

   メインスタンド（観覧席）、さく井、防球ネット、音響設備、サイン 

   等、空調換気・消防設備等、管理棟屋上パーゴラ屋根、スコアボー
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ド設備 

  【Ａゾーン】公園整備 一式 

   歩道、施設（ベンチ、手摺、遊具等）整備、駐車場、植栽等、公園 

   公衆トイレＡ 

  【Ｂゾーン】公園整備 一式 

   歩道、施設（ベンチ、手摺、遊具等）整備、植栽等、芝生広場、駐 

   車場、公園公衆トイレＢ、深井戸・散水スプリンクラー設備 

  【各ゾーン】 

   ２次造成工事、照明、監視カメラ、給排水衛生設備  一式 

(2)変更後 

  【Ａゾーン】スタジアム整備 一式から削除 

   さく井 

  【Ａゾーン】公園整備 一式 

  【Ｂゾーン】公園整備 一式から削除 

   公園公衆トイレＢ、深井戸 

  【各ゾーン】数量増減等による設計変更 一式 

３ 契約方法 

   条件付き一般競争入札 

４ 契約金額 

   変更前 金２，４４９，２０１，７００円 

   変更後 金２，４４６，７３６，６００円 

５ 契約の相手方 

   奈良県北葛城郡広陵町大字平尾１１番地の１ 

    村本建設株式会社 
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     代表取締役 高貝 和弘 
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